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     午前１０時００分 開会・開議 

○議長（早坂忠幸君） 皆さん、おはようございます。 

  本日は大変ご苦労さまです。 

  ただいまの出席議員は16名であります。６番髙橋聡輔君より欠席届が出ております。定足数

に達しておりますので、これより令和４年加美町議会第４回定例会を開会いたします。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  議長の諸般の報告につきましては、資料のとおりとなっておりますのでご覧いただきたいと

思います。 

  町長の行政報告につきましては、文書で報告がありましたのでご覧いただきたいと思います。 

                                            

     日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（早坂忠幸君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員は、会議規則第123条の規定により、８番伊藤由子さん、９番木村哲

夫君を指名いたします。 

                                            

     日程第２ 会期の決定 

○議長（早坂忠幸君） 日程第２、会期の決定の件を議題といたします。 

  お諮りいたします。本定例会の会期については、議会運営委員会から答申がありましたとお

り、本日から12月14日までの８日間にしたいと思います。これにご異議ございませんか。 

     〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（早坂忠幸君） ご異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、12月14日までの８

日間と決定いたしました。 

                                            

     日程第３ 一般質問 

○議長（早坂忠幸君） 日程第３、一般質問を行います。 

  一般質問の順序は、通告のあった順序で行います。 

  それでは、通告１番、５番早坂伊佐雄君の一般質問を許可いたします。ご登壇願います。 

     〔５番 早坂伊佐雄君 登壇〕 

○５番（早坂伊佐雄君） それでは、一般質問をさせていただきますが、私、一般質問をすると

きに、このファイルに資料を入れまして、日々是決戦という意気込みでいつも臨むんですけれ
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ども、今回やらせていただきたいと思っております。 

  大綱１問でございます。 

  町政全般の諸問題についてですけれども、10月24日から11月11日までの期間に町内９会場で

町政懇談会が開催されました。私も、旧３町でどういう質問がされ、どういう対応がされるの

かなということで、興味関心もあって参加をさせていただいたわけですが、その中で疑問に思

った点と、その中であった質問、要望等に対する対応等、主に以下４点について伺います。 

  まず１つ目としましては移住定住の促進について、２つ目としましては行財政改革の成果に

ついて、３つ目は教育力向上プロジェクトについて、４つ目として風力発電についてというこ

とで、よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

     〔町長 猪股洋文君 登壇〕 

○町長（猪股洋文君） おはようございます。本日から始まります定例会、よろしくお願いいた

します。 

  今、早坂伊佐雄議員から日々是決戦ということを胸に秘めて質問したいということでありま

すが、恐らくは生徒さん方にもこの言葉を絶えず語りかけて鼓舞しながら、まさに生徒さんた

ちの来年春の決戦に向けてご指導いただいていると思っております。心から感謝を申し上げた

いと思っております。 

  それでは、早坂伊佐雄議員から、町政懇談会で出された主な質問、要望、それに対する対応

についてということで４点挙げていただきました。大事な質問でありますので、感謝を申し上

げたいと思っております。 

  移住定住、行財政改革、そして風力については私から、教育力向上プロジェクトについては

教育長から答弁させていただきます。 

  まず、移住定住の促進についてでございますが、これまでの取組について説明をさせていた

だきました。町では平成27年度に第１期加美町まち・ひと・しごと総合戦略を策定し、人口減

少を最優先課題と捉え、移住定住の促進を第一の柱に掲げ、国立音楽院の誘致、宅地分譲とフ

ァミリー住ま居る住宅取得等支援補助金の創設、地域おこし協力隊の受入れや移住セミナーの

開催など、これまで積極的に取り組んでまいりました。その成果といたしまして、令和４年３

月末現在、町の制度を通して332名が移住してきてくださいました。 

  この際参加した皆さんからいただいた要望といたしまして、１つ目に、下原レインボービレ

ッジは町内世帯が核家族化したのではないかと感じているので、他からの移住するような政策
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をお願いしたい。２つ目に、鳴瀬小学校の児童数が減少しないよう、鳴瀬地区に宅地分譲地を

造成し、町内からの移住を促し、子育て世帯を増やすような考えはないかとのご質問をいただ

きました。 

  まず、下原レインボービレッジにつきましては、新婚・子育て世帯を対象としておりまして、

13世帯46人が入居しております。うち町外移住世帯が３世帯で10名、転居10世帯の36名となっ

ております。現在は13世帯51人となっており、出生により家族が増え、定住者数の増加につな

がっていることが分かります。また、ファミリー住ま居る住宅取得等支援補助金を活用してい

る方々の多くは前住所地がアパートなどの賃貸物件の方が多く、既に実家を離れた方々の定住

促進に非常に大きな効果があると感じております。継続した取組を続けてまいりたいと考えて

おります。 

  次に、広原地区、小野田下原地区に続く宅地分譲事業についてですが、町内では引き続き民

間事業者による宅地造成事業が活発になっております。町が保有する遊休地の利活用について

検討を進める場合においても、地域の要望を踏まえながら、まずは民間事業者による開発、活

用を第一に考え、必要に応じて宅地造成や宅地整備について検討してまいりたいと考えており

ます。また、移住者の中には空き家の利用を検討している方も多いことから、これまで同様、

地域の皆さんにご協力いただきながら空き家の利活用についても推進をしてまいりたいと考え

ております。 

  なお、先ほど申し上げました332名の移住者の数は、あくまでも町外から移り住んできた方

の数でございます。 

  次に、行財政改革の成果についてお答えいたします。 

  町政懇談会では、行財政改革の取組とその成果として、財政指標と財政調整基金の推移に関

すること、町税やふるさと納税の歳入確保に関すること、公共施設管理コストの削減に関する

こと、大きく３点について説明をさせていただきました。 

  出席者の皆さんからいただいた主な質問でありますが、１点目としまして財政指標の改善要

因について、２点目としてふるさと納税の増加要因と経費割合について、３点目として公共施

設の維持管理と廃止予定施設の継続要望についてでありました。 

  公共施設コスト削減につきましては、宮崎の施設で核になるのが宮崎福祉センターでありま

す。ホールのどんちょうが修繕されていないので、核となる施設の維持管理にしっかり取り組

んでほしいという要望もありました。また、公共施設の管理計画について、小野田東部体育館

は耐震構造になっていないため廃止となっているが、体育館は土の施設で使用している、老人
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クラブのゲートボールなどでも有効に活用している、得難い施設なので廃止しないで活用して

ほしいと、こういった要望もございました。 

  １点目の財政指標の改善要因についてのご質問については、財政構造の弾力化を示す経常収

支比率が下がった要因として、国の交付金が増加したこと、人件費が削減されたこと、補助金

の見直しなど行財政改革の取組によるものであることなどご回答いたしました。 

  ２点目のふるさと納税の増加要因と経費割合についてのご質問については、ふるさと納税の

ポータルサイトの拡充、商品開発による返礼品数の拡充、ＳＮＳでの情報発信の取組によるも

のであること、また経費割合につきましては、返礼品代金と各種手数料を合わせた経費全体が

寄附額の約50％を占め、寄附金から経費を差し引いた残りの50％が純然たる寄附金であるとい

う回答をしております。 

  また、３点目の公共施設の維持管理と廃止予定施設の継続についてですが、宮崎福祉センタ

ーのどんちょうは確認したところ問題ないということでありますが、町の施設全体が老朽化し

ている実情を踏まえ、計画的な修繕に取り組んでいくこと、令和５年３月に廃止予定の小野田

東部体育館の継続要望については、耐震基準を満たしていないことや今後の厳しい財政状況を

踏まえ、町全体の施設の在り方として廃止することにご理解をいただきたいと回答しておりま

す。ただし、現在も様々な団体、各種スポーツなどに利用されている状況もありますので、町

としましても総合的に他の施設を活用できないかなども含めて検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

  今回説明させていただいた効果やその取組をしっかり検証しながら、町民の皆さんと共通認

識に立ち、継続して行財政改革に取り組んでいかなければならないと考えております。 

  現在、行財政改革の取組として、行財政改革取組方針のローリング、行政評価の実施、補助

金見直しの状況調査など、令和３年度の成果や課題等の検証と併せ、今年度の進捗状況も踏ま

えながら令和５年度以降の取組について整理を進めているところであります。 

  今後も安定した財政運営の土台の下で持続可能な町政運営を実現するため、町民目線でスピ

ード感を持って取組を進め、あわせて町民の皆様に対して各種機会を通して取組状況の積極的

な情報発信を行ってまいりたいと考えております。 

  続きまして、４点目の風力発電事業についてでございます。 

  町政懇談会におきましても風力発電計画に多くの質問がありました。町民の皆さん方の関心

の高さを実感しております。町政懇談会での主な質問についてでありますが、町の支援につい

て、保安林の解除について、環境保全についてなどが主なものでありました。 
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  風力発電事業はあくまでも民間の事業でありまして、町では環境影響評価に基づき、町民の

声も受け止め、厳しい意見を述べていること、また地球温暖化防止とエネルギー自給率の向上

のため、再生可能エネルギーと環境保全の両立をしていかなければならないことを説明いたし

ました。 

  国有林の保安林の解除は国の権限であります。県有林、町有林の保安林解除は県の権限とな

っております。しかしながら、地元自治体の長の同意なくして解除することはできません。町

としましては、国のガイドラインに基づき、公益性のない民間の計画に対しては保安林の解除

に同意しないことを事業者に伝えていることなどを説明しております。 

  環境保全につきましては、環境影響評価により、専門家等の意見も踏まえ、環境への影響を

回避または低減させる計画がつくられることとなっております。ＪＲＥ宮城加美町ウインドフ

ァームにつきましては、環境への影響などを考慮した結果、当初の計画の18基から10基へと減

っていることについても説明いたしました。 

  今後の町の対応といたしましては、引き続き地域住民の皆様の風力発電事業への不安解消に

努めることとし、事業者に対して説明責任をしっかり果たしていくよう指導助言を行ってまい

りたいと考えております。また、再生可能エネルギー全般について、講演会の開催や広報紙へ

の掲載など、町民の皆様に正しく再生可能エネルギーに対する理解が深まりますように、町と

しても努力をしてまいりたいと考えているところでございます。 

  以上、私からは３点についてお答えをさせていただきました。よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

     〔教育長 鎌田 稔君 登壇〕 

○教育長（鎌田 稔君） おはようございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  私からは３つ目の教育力向上プロジェクトについてお答えします。 

  教育力向上プロジェクトにつきましては、全国募集が始まる中新田高校の魅力化に係る取組

について、町と高校が連携しながら進めているところであります。 

  具体的な取組といたしまして、学校と地域の事業者が企業をつなぐため、学校魅力化コーデ

ィネーターを中新田高校に配置し、特色ある学びや地域と連携した探求型学習の支援を行って

おります。また、全国募集を希望する学生に対し、入学後の住環境の支援を実施してまいりま

す。あわせて、県内の遠方に居住する入学希望者にも支援の枠を広げ、中新田高校の入学者数

増加を図ってまいりたいと考えております。 

  町政懇談会におきましては、中新田高校の魅力化の取組が十分に周知されていないとのご意
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見がありました。地域から幅広く協力や参画をしていただくためにも、広報やホームページ、

ＳＮＳなどを通じて周知を図っていきたいと考えております。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） それでは再質問をさせていただきますが、まず町政懇談会の取組につ

いて、町の取組については町長から説明があって、風力は民間の事業だからということで担当

課からの説明だったわけですが、その中で鳴瀬川ダムについては町長から説明があったわけで

すが、あれも町の事業ではなくて国の事業だと思うんですけれども、なぜダムについては町長

が説明をされて、風力は関係がないからということで担当課からになったのか、まずその辺に

ついてお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） ダムに関しては、本来は国の方が来てご説明すればよろしいのでしょう

けれども、そうもいかないものですから、私から説明させていただきました。また、ダムに関

しましては、民間の事業ということではなく、国の事業、そこに県も関わり、町も深く関わっ

ておりますので、私から説明させていただいたということでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 建設課内にもダム担当がいるわけですから、風力に関しても、企画財

政課であれば、ダムに関しては私は建設課でもよかったのかなと思っている点もあります。 

  それから、私、全て参加しているわけではないんですけれども、途中から、これも質問があ

ったかと思うんですが、資料の追加ということで、風力の講演会の案内の資料が追加になった

わけですが、当初の10月24日からその講演会があるということは分かっていたはずだと思うん

ですけれども、これは何で途中から追加になったのかお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長でございます。 

  講演会の資料が町政懇談会の途中から追加されたということでございますが、今回の町政懇

談会が始まりまして、やはり皆さんからの風力に対するご質問、関心が非常に高いということ

を実際感じておりまして、そういった中で、最初から講演会のことをお知らせすればよかった

のかなと後から思ったんですが、その時点でまだ皆さんに講演会のことについて周知が徹底さ

れてないなということを感じましたので、大変申し訳ございませんが、途中から資料を追加さ

せていただいたということでございます。よろしくお願いいたします。 
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○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） それから、今月の広報を見ますと、町政懇談会の質疑に対するものに

関しては来月にと記載してあったんですが、そこにＹｏｕＴｕｂｅのがあって私もアクセスし

て見たんですけれども、そこは各会場の町の取組だけが載っているわけですよね。町の取組に

関しては各会場とも共通だったと思うんですよ。むしろ地域性によってどういう質問が、質疑

があったのか、そのほうが何か興味関心があって、そちらが重要性が高いと思うんですけれど

も、どうして説明部分だけになってしまっているのかお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  今、ホームページ、ＹｏｕＴｕｂｅで公開している部分につきましては、議員がおっしゃっ

たとおり、各３地区で行った説明会の内容を上げさせてもらっています。３会場といいますの

は、これまで、前の年度もそうだったんですけれども、各会場ごと、地域ごとで内容を若干変

えて説明をさせていただいておりましたので、そういうことがありまして３地区の説明会の様

子をアップしているということでございます。 

  あと質疑応答のところにつきましては、今現在、編集作業中でございます。といいますのは、

収録した時間が非常に長いといいますか、長いということもございまして、あと重複している

部分とか、そういった部分とかいろいろ編集作業をしてまとめている状況でございまして、そ

れが編集が終わり次第、皆さんにご覧いただけるようにしたいと考えてございます。よろしく

お願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 風力のほうに時間を割くと思いますので、以下簡潔に答弁をお願いし

たいと思うんですが、先ほどの移住の件に関してですけれども、町の制度を通して332人で県

外からだけだという答弁がありましたけれども、その中に、もし把握していればですけれども、

どちらかでもいいんですけれども、お父さんなりお母さんなり誰か家族の方で、その中にＵタ

ーン者が入っている数というのを把握しているかどうかお聞きしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） ひと・しごと推進課長。 

○ひと・しごと推進課長（橋本幸文君） おはようございます。ひと・しごと推進課長です。 

  ただいまのＵターン者数という形のご質問でございましたが、申し訳ございません、この中

で私たちのほうではＵターンという区分で申請等々の受付をしていない状況もございまして、

現在、数については把握をしていない状況でございます。よろしくお願いいたします。 
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○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 平成27年４月から令和４年６月に移住は分かるんですけれども、この

期間内で転出者がどれぐらいいたかというのを把握していればお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） ひと・しごと推進課長。 

○ひと・しごと推進課長（橋本幸文君） ひと・しごと推進課長でございます。 

  ひと・しごと推進課としては、申し訳ございません、転出者数の全体数は把握してございま

せん。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 次に、行財政改革の件についてですけれども、先ほどるる説明ありま

したので、１点だけお聞きしたいんですけれども、財政調整基金のところに期待水準というこ

とで９億円とあったわけですけれども、なかなか一つの公式みたいなものはないんですけれど

も、都道府県の場合に５％、市町村の場合には20％というところからいきますと、総予算135

億円にして20％となると27億円とか。あと長野県だったと思うんですけれども、大規模な災害

が起きた場合に被災者１人当たり40万円から50万円が必要になると。その半分ぐらいは国から

の補助、それから募金による義援金を考慮しても、その40万円から50万円のうちの半分は必要

ではないかと。単純に人口を掛けますと40億円以上ということも出てくるわけですが、いろい

ろな説があってその基準というのはなかなか難しいんだと思うんですけれども、どちらにして

も、現在18億9,000万円ぐらいですか、ある中で、期待水準のところに９億円とあるわけです

が、その辺について、それで十分だとお考えなのか、財調についてお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（佐々木 実君） 企画財政課長です。 

  ただいまの財政調整基金の期待水準の質問についてでございます。 

  標準財政規模の10％程度が基金の一つの目安ということで言われておりまして、加美町です

と全体の予算額ですと今の135億円という金額になりますけれども、標準財政規模といいます

と90億円ということからしますと10％で大体10億円ということが一つの目安となっておりまし

て、現在は18億円ということなので、20％程度を確保しているという状況です。 

  今、財政調整基金を取り崩してそれを予算の足らないところに充当していくという形で、そ

れが令和３年度は５億円、予算的にですね、令和４年度が４億円、来年度は３億円という形で、

最終的には行財政改革のシーリングで２億円程度の取崩しという形にして、財調を、今18億円

ですけれども、10億円を切らないように、そういった中期的な構想でやっております。ですの
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で、例えば災害とかそういった場合にすごく支出を伴うということもありますけれども、加美

町の財政規模ですと10億円の金額で財調を保っていこうというところで計画をしているところ

でございます。よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 以前、予算編成のときにも、一気には、予算120億円が適正であれば、

一気には下げられないので、本来であれば今年度から１億円ずつ下げていこうという話もあっ

たかと思うんですけれども、財調も一応大方は市町村の場合には20％とかということですので、

以前は40億円ぐらいありましたかね、ですから10億円ということじゃなくて、少なくとも現状

維持はすべきではないかと考えます。 

  次に移ります。 

  教育関係ですけれども、先ほど教育長から答弁あったわけですが、中新田高校の全国募集、

加美町留学登録ですか、既に始まっているかと思うんですけれども、この間もありましたが、

ハード・ソフト両面においてまだまだ未確定の部分があったり、見切り発車という感が否めな

いわけですが、ましてや県外あるいは県内の遠隔地から子どもさんを入学させるという検討を

する際に、ハード面ですと寮とか、またソフト面についても一部は進んでいるとはいえ、まだ

まだ十分ではないと思うんですけれども、その辺、不安材料が多いと思われるんですが、教育

長としていかがでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 教育長です。 

  伊佐雄議員がおっしゃったとおり、ソフト面、ハード面でも今走りながら準備しているとい

う状況は否めないと思います。そういう中で、町、そして学校として、来年度に向けて全力で

準備に当たっていると。さらに、来年度まで間に合わない点については、今後、来年度になっ

てからまたさらに推進していくというところで、今、ソフト面、ハード面でいろいろ学校と町

と力を合わせて準備をしているところであります。どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） ぜひ、ハード面は総務課、ソフト面は教育総務課でやるとか縦割りで

はなくて、連携を取ってやってほしいと思います。 

  それから、これも町政懇談会で11月４日に質問があった点なんですけれども、町長は町の取

組としてハンガリーからカヌーのコーチが11月中に来日されるという説明をしていたわけです

が、どういう実績のある方がいつ来日ですかという質問があったと思うんですが、ちょっと何
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か、多少遅れるかもしれませんという町長からの答弁があったと思うんですけれども、実際は

辞退されているんだと思うんですけれども、その辞退というのを町長が把握したのはいつなん

ですか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 来日の日程まで決まっていたんですね、11月、たしか28日だったと思い

ますけれども。 

  自治体国際化協会（クレア）を通して募集をしていただいています。募集は各国の在外公館

で行っていただいております。ハンガリーのみならず、ヨーロッパ全体で募集をしていただい

ておりまして、たまたま当初、できればハンガリーと思っていたハンガリーからの応募があり、

40歳の女性が来日するとクレアから報告をいただいておりました。ですから私どもとしては、

クレア、これは総務省の外郭団体ですけれども、こちらから公式に文書で入ったものですから、

てっきりその日程でいらっしゃるんだろうと思っておりましたけれども、町政懇談会が始まっ

てからそういったお手紙が来て、直接本人から来たようでございます、教育委員会に。ただ、

クレアに問い合わせたら、クレアも連絡がないということで、クレアで事実確認をすることで

少し時間が経過したわけであります。町政懇談会の途中でそういったお話を私も受けましたの

で、途中から、少し遅くなるだろうというお答えもさせていただきました。 

  今現在、ハンガリーのみならず、ヨーロッパは強豪国がたくさんありますから、自治体国際

化協会、我々はクレアと言っておりますけれども、そっちで再募集をしていただいているとお

聞きしておりますので、４月１日に間に合えばいいなと思っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） それでは、教育関係の最後になりますけれども、確かに中新田高校は

加美町に住所を有している県立高校ですけれども、あくまでも県立高校ですので、県教委と現

場である高校が主になるべきだと私は思っております。その中で町がどの程度お手伝いをでき

るか、その辺の役割分担を明確にした上で物事を進めてほしいと思います。先ほど教育長から

もありましたけれども、様々な点で対応が後手になっているということでありますけれども、

実際スタートしているわけですので、早急にいろいろな対応策を考えて改善されることを希望

しております。やるからにはぜひ効果が上がる方法でやっていただければと思います。 

  次に、最後になりますが、風力発電について伺います。 

  まず、令和２年３月27日に地上権設定契約を交わしているわけですけれども、町として、例
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えば現地調査とかいろいろあったかと思うんですけれども、時期としてはいつぐらいから把握

していたのか、それからこの契約書の原案を作成したのは町なのか、業者がある程度作ってき

たものなのか、その辺について伺います。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  まず、今回の契約に至るまでの経緯、一番最初のところでございますが、こちらにつきまし

ては、平成30年４月に風況観測のためのご相談がありまして、そのときに一部の土地を使用す

るということでの許可といいますか、そういったことで協議をさせてもらったのが始めでござ

います。 

  今回のことにつきまして、現地を見たかどうかというところは確認を取れてないんですけれ

ども、まずその契約書を結ぶに当たりましては、原案については事業者から提示をしていただ

いたものでございまして、それを町の中で協議をさせていただきまして、今現在締結をしてい

る契約書の内容になったということでございます。その際に顧問弁護士の方にも一応内容を確

認していただきまして、契約書として特段問題がないということで締結をさせていただいてい

るということでございます。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 事業者側から最初提示をしていただいたということだったんですけれ

ども、顧問弁護士にも相談したと。それで、締結までにどれぐらいの期間を要したでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。（「少々お待ちください」の声あり） 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  令和元年11月に顧問弁護士にその契約の内容を確認し、なお庁内の委員会、財産処分検討委

員会とかそういったものがあるんですが、そういった内部の委員会などの検討を経まして令和

２年３月に締結をしているということでございます。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 条文の内容についてはこの後また質問しますけれども、最初に、11月

４日に、これは町政懇談会の中で風力発電についての質問に対して副町長から、工事の内容の

説明は受けていないという話があったわけです。説明を受けていないというのではなくて、そ

ういう受け身の話でなくて、積極的に話をむしろ聞くべきだったと思うんですけれども、その

辺について、副町長、どうですか。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 
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○副町長（髙橋 洋君） 副町長です。 

  あのときのやり取りの中で、工事現場で土砂が流出したと、そういったことに対する質問だ

と私は認識をしまして、その復旧するための工事の説明は受けてないと答弁をいたしました。 

  風力発電自体の説明については、現地調査にも二度ほど出向いておりますので、そのときに

基礎の工事の概要とかそういったものについては説明を受けておりますので、私の答弁で申し

上げた、説明を受けていないというのは、先ほど申し上げたとおり、土砂の流出についての詳

しい工事内容については説明を受けていないということでの答弁をさせていただいたという内

容です。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） あのときの私も聞いている中では、非常に誤解を招く表現ではなかっ

たかなと私は思っております。 

  それから先ほど、10基に減らしたという答弁が町長からありましたけれども、総発電の出力

というのは変更あるんでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 副町長です。 

  当初18基で計画していたものが10基になったということで、18基というのはそもそも最初の

計画のことでありますので、だんだん減ってきて最終10基になったということでありますけれ

ども、当然出力の総計については減ってきていると、トータルとしてはですね、そういうふう

に私は認識をしておりました。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 具体的な数字を聞きたいんですけれども、もしなければ難しいかとは

思うんですが、何かブレード、羽根の部分を大きくして、そこで調整しているという話も聞い

ているんですけれども、その辺についていかがですか。 

○議長（早坂忠幸君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（佐々木 実君） 企画財政課長です。 

  発電規模が４万2,000キロワットということで、こちらが今現在工事が進んでいる規格にな

っております。当初18基というところでの配慮書からしますと出力規模は下がっているのかな

というところで、基数が減っていますので下がっていると思います。ただ、数字等はここにな

いもんですから、今現在は４万2,000キロワットということでございます。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 
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○５番（早坂伊佐雄君） それから、風力発電に関して、送電線埋設のために道路が掘削された

りしているわけですけれども、いろいろな地区で段差がそのままだということで、現状のまま

なのか、修復がされるのかということと、それから北ノ口からの幹線の道路を何か風力発電の

資材搬入のために、道路の拡幅工事ですかね、あるかと思うんですけれども、幹線道路には

700ミリとか1,100ミリの水道管が埋設されていると思うんですけれども、その辺の道路の心配

というのはないのかどうか、修復と２点お伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 建設課長。 

○建設課長（村山昭博君） 建設課長です。 

  送電線埋設に伴う占用箇所の舗装復旧なんですけれども、今の状態は仮舗装、仮復旧の状態

で、これから本復旧を行うというところでございます。 

  小瀬北ノ口線、水道管との兼ね合いということになるんですけれども、町道小瀬北ノ口線は

昭和58年頃に県圃場整備と併せて築造された道路ということで、農作業機械の通行だったり軽

車両の停車だったりということがありまして、県から町に移管された際に大型の貨物の通行規

制を示されたものと、その後に警察でも大型車両の貨物の通行規制をかけたと認識をしており

まして、水道管があるから大型貨物の通行規制がかかっているというものではないと認識して

おります。 

  それで、風力の部材を運搬する車両、特殊車両になってくるかと思うんですけれども、先週

ぐらいからその特殊車両に関する事前の相談というのが来ておりまして、なお大崎広域水道に

もその車両等に関する情報提供、確認等は行っておりますけれども、具体的な条件整理とかは

これからになってきます。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） ぜひ、これから冬期間を迎えますので、仮ではなくて、ぜひ早めの本

復旧をしていただかないと、段差がありますので、当然業者がやることだと思うんですけれど

も、この件についてもよろしくお願いしたいと思います。 

  それから、同じく11月４日の町政懇談会で、ＪＲＥに対しての不信感というか、不親切だと

か、いろいろ質問、不平不満の声もあったわけです。また、実際の記録もちょっと違う、これ

は他県の話ですけれども、あるということも仄聞しておりますが、町長は以前、業者の話は聞

かなくても分かると、顔を見れば私は分かるんだと言われたことがありますが、人相学を勉強

したのかどうか分かりませんけれども、私もぜひそういうふうに一瞬で判断できるんだったら

その能力を身につけたいものだなと思うんですけれども、その辺というのは町長はどうやって
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身につけられたのか、判断されたのかお伺いをしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 話を聞かなくてもということは発言しておりません。業者に会って話を

聞いて、それは大体のことは予想する。 

  実は担当部署にはかなりの業者が来ているようでございます。そこである程度スクリーニン

グといいますか、しっかりした事業者かどうかというのは担当レベルでも判断がつくというこ

とですね。皆が皆、私のところに直接来ているわけではありませんから。ですから、担当レベ

ルである程度判断したもの、事業者について、数社、私のところに代表などが面談に来るとい

うことでございますから、担当からも当然報告を受けておりますし、代表の方にお会いして、

企業理念とか実績とかそういうことを聞けば、これは私ならずともおおよその判断はつくだろ

うと思っています。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 特技というか、そういうのがある、潜在能力があるというわけではな

いわけですね、はい。 

  それでは、契約書の条文について何点かお伺いしたいと思うんですが、何か所かあるんです

けれども、後の議員の関係もありますので、主立ったところをお伺いしたいと思うんですが、

第９条についてですけれども、これは地上権ですので、賃借権とは違うと思うんですね。それ

で、何で地上権に修繕義務がないにもかかわらず、わざわざこの辺が条項に入っているのか。

県内でも石巻市とかの場合には修繕義務は入っておりません。何でわざわざ、先ほど業者が原

案を作成してきたということで、それは吟味はしたというものの、何か全般的に至れり尽くせ

りという感があるわけですが、まず第９条についてお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  第９条の内容につきましては、地上権設定の期間が消滅してから18か月以内に元のとおりに

復旧して明け渡すという内容でございます。後段で申し上げている経年劣化とか自然的現象に

よる変化という部分につきましては、特に風力発電に伴う変化ではございませんので、そこの

部分には求めませんという内容だと認識をしてございます。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 関連して、第６条の２項、３項、町の責任ではないことについて、な

ぜ無条件で責任を負わなければならないのか。それから、第７条の中途解約についても、業者
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にとって非常にこの契約内容は有利な内容ではないかと思うんですが、その辺いかがですか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  第６条３項のクレームでございますが、こちらの地上権設定の契約の内容の、該当する土地

に対するクレーム、苦情とこちらでは認識をしてございますので、当然所有者である町は、万

が一、その対象となっている土地に対して近隣の方から何かしらの申出があれば、それに対応

するというのは町がすることなんだろうと認識をしてございます。特段、風力発電に対する苦

情、クレームということではないと認識をしてございます。 

  あともう１点、同じく２項の土地の復旧に関する部分でございますが、こちらにつきまして

もあくまでも地上権設定した土地に対しての復旧でございますので、今回の地上権設定の契約

の中で「地代を頂いて利用していただいている」ということからしますと、当該対象となる土

地の自然災害等々で発生した、その復旧というものについては所有者が復旧すると、そうする

べきものだと認識をしてございます。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） ましてや、風力多いんですけれども、合同会社で資本金200万円です

よね。これはＪＲＥ株式会社には行かないような内容になっているわけで、合同会社をつくっ

て、そこでとなったら責任の限界もあると思うんですよ。何かね、今言ったところの条項だけ

でもかなり業者寄りだなと。だから、果たして本当に、先ほどありましたけれども、事前に顧

問弁護士に目を通していただいてこれをやっているのか。最終的に押印されたのは、契約を交

わしたのはどなたなんですか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  この契約を結ぶ際に、当然、契約書としての内容について顧問弁護士の先生に見ていただい

ております。また、各条項につきましても、その条項の認識といいますか、どういった内容な

のかというのを町の担当者、町と事業者と確認をして、私が先ほど言いましたように、自然災

害で発生した部分については当然町が復旧する、もしくは風力発電の設備等々については業者

が行う。例えば台風、地震等々で破損した場合については、事業者は保険等々に加入しており

ますので、そういったもので復旧をするということで、一切、地上権設定をしてその土地を利

用することによって町に対して迷惑をかけることはないということを確認しておりますし、そ

ういった内容になっているということで締結をさせていただいているということでございます。
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よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 先ほども申し上げましたように、石巻市の契約にはこの条項はないと

思っております。私も知り合いの弁護士に相談したんですけれども、ここまで入れる必要はな

いだろうという判断もあるわけですので、何かね、これは原文を見てないからですけれども、

どれだけ修正が加えられたのかちょっと疑問に感じるところもあるわけですが。 

  次に移りますが、町長は先ほど保安林の解除はしないと言っております。それで、保安林を

解除しなくても、作業許可申請をして許可が得られれば風力発電の工事をした例というのが全

国に幾つかあります。許可申請があった場合には町長はどうされますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） その前に、若干の誤解があると思いますから、先ほどの質問についてお

答えしますが、その合同会社、資本金200万円程度で果たして責任が取れるのかというご質問

でありましたが、そういったご懸念は当然あると思いますが、実際これを確認しましたら、金

融機関の指導で合同会社をつくっているようでございます。なぜかといいますと、金融機関と

しては、その事業、風力発電事業をきちっと調査して、十分これは事業性が見込めるというこ

とで投資をするわけですね。しかしながら、その本体の事業、例えばＪＲＥですと本体がエネ

オスですね、エネオスの事業が傾いて、エネオスの事業が風力発電事業に悪影響を及ぼしたの

では投資した金額が、お金が回収できないということですから、本体の事業の影響が及ばない

ように合同会社というものを設置するように金融機関からの指導があるようでございます。そ

ういったことであって、決して責任を取らないということではないということでございますか

ら、そこのところは誤解のないようにお願いしたいと思っています。また、それぞれの株主で

ございますけれども、大変大きなところでございますから、こういったところが責任逃れをす

るということは当然考えられないことでありますので、心配ないだろうと。 

  それから、私も11月24日、25日、青森県中泊町とつがる市と視察をしてきました。日本風力

エネルギー、それからグリーンパワーインベストメントが事業を実施しているところでござい

ます。８月の大雨でのり面崩壊などした際も、いち早く事業者で復旧をしておりましたし、非

常に地元の人たちからも、それから自治体からも非常に信頼されている企業であるということ

も確認してきました。 

  ですから、そういった信頼の上に立って契約書を結んでいくと。それから、皆さんがご心配

なさっている点については、協定書の締結も今進めておりますから、しっかりと皆さん方が不
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安に思われないような協定書を締結していきたいと、そんなふうに思っております。 

  それと保安林の件でありますけれども、先ほど申し上げましたように、町としましては当然

国のガイドラインに基づいて判断をしていくということでございますので、保安林については、

先ほど申し上げましたように、公益性のない民間の計画に対しては保安林の解除には同意しな

いという姿勢でございます。その旨、事業者に伝えておりますので、事業者としても新たな計

画づくり、恐らく苦慮しているだろうと思っております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 町長、今の質問は、作業行為の許可申請が出た場合ということの質問が

出ていますので、作業行為の許可申請が出た場合どうするかという質問ですよ。 

  作業行為の中身を分かっている人はいないのすか。森林整備対策室長。 

○森林整備対策室長（阿部正志君） 森林整備対策室長です。よろしくお願いいたします。 

  今のご質問でございますが、風力発電施設を保安林内に、保安林を解除しないで作業行為の

下に建設できるかというご質問と受け止めさせていただきました。（「もう一回」の声あり） 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） サッカーではないんですけれども、ちょっとアディショナルタイムを

いただきたいぐらいなんですけれども。 

  作業許可申請でやっている実際の例があるんですよ。保安林解除だけじゃなくて、許可申請

があった場合に町長はするかしないかということをさっき聞いたんです。ぜひ町長にお答えい

ただきたい。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 手続等については私も詳しくは認識しておりませんけれども、基本的に

町としては環境影響評価の中で意見を述べていくということでございますから、どのステージ

でそういった申請が上がってくるか把握はしておりませんけれども、皆さん方が不安になるよ

うなことについてはしっかりと意見を述べていくと。大事なことは、環境影響評価といいます

のはあくまでも環境保全と再生可能エネルギーの両立を図るための法律でございますから、そ

この中で環境に対する影響を低減させていく、回避させていくというプロセスでございますか

ら、そういった中で町として、環境に負荷がかかり過ぎるということについては、当然、保安

林以外でも町として、解除、そこは除外するようにという意見を述べていくということになる

だろうと思っています。そのことが災害を誘発するのかどうか、あるいはほかの環境に影響を

著しく及ぼすかどうか、そういうことであれば、今言ったように除外を求めるということにな

るだろうと思っています。以上です。 
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○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 私も荒川教授の講演をはじめいろいろ聞いたんですけれども、共通す

ることは、業者と住民の話合いによって納得した上で物事を進めるべきだということ、それが

重要だということを話しされているわけですけれども、現在、加美町住民はいろいろ説明を聞

いたりした上で納得していると感じていますかどうかお聞きします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 納得するかしないかという前に、事業がどういうものかということをま

だまだ理解してないんだろうと思っております。 

  当初から私どもは住民に対して丁寧な説明をして理解を得ながら進めてくださいというお話

を各事業者にはしております。事業者は平成29年１月からそれぞれの事業者が説明会を開催し

ております。15回ですね。そのうち２回はコロナの影響で中止になっております。このことに

ついては、町としても広報紙及びホームページ、場合によってはホームページのみでしかお知

らせできなかったところもありますけれども、広報はしております。しかしながら、なかなか

最初、皆さん方は関心がなかったんだと思うんですね、このことについて。ですから各会場で

十四、五人とか９人とか８人とか、あまり多くの方々が参集していなかったようでございます。 

  実は私、令和２年８月にＪＲＥのことについて町長日記に、10基の風車ということで書いた

んですが、そのときも、いいことじゃないかという話は聞いたんですけれども、特に反対とい

うご意見もございませんでしたし、その後もそれほど説明会に足を運んで皆さんがお話を聞い

ているという状況でもなかったようでございます。最初あまり関心がなかったというのが事実

ではなかったでしょうか。 

  ここに来てかなり関心が高まっておりますので、事業者が開催する説明会については多くの

方々に出席をしていただきたいと思っておりますし、町も今月15日に勉強会、講演会を開きま

すから、風力発電事業が行われている地域を調査している先生でございますので、ぜひそうい

った先生のお話も皆さんに聞いていただきたいなと思っております。風力発電に対する理解、

まだまだ深まっていないと思いますので、こういった努力は事業者にまずはやっていただくと

いうことが一番でございますけれども、町でもしていかなければならないと思っております。 

  以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 今日の河北新報に大崎市長の記事が載っておりました。既に市長は渡

り鳥の通り道に当たるということを理由の一つに風力発電について反対を表明しております。
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それで、知事も同調しているという内容が載っておりました。 

  町長は保安林とか解除はしないということは明言されておりますけれども、保安林の解除だ

けじゃなくて、風力発電に対しての反対を表明する気持ちがあるかどうかお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私は、本来、首長として反対・賛成という意思表示をすることが適切か

どうか、それはそれぞれの判断ですけれども、私はそうではないだろうと思っています。これ

は国全体として再生可能エネルギーを推進するということで、これは決定していること、国の

方針でございますから、それに対して各自治体が協力するということは当然だと思っています。 

  やはりＣＯ２の削減、これは喫緊の課題です。昨今の自然災害の頻発化、激甚化、これは誰

しもが感じていることだと思っています。町も７月の豪雨、大変な被害がありました。それか

ら、今回のウクライナ、ロシア侵攻によって思ったことは、やはりエネルギーの自給率を高め

ていくということ、これも喫緊の課題でございますから、こういったことを勘案しますと再生

可能エネルギーには取り組んでいかなくちゃないと思っています。ただ、これは当然、自然も

含めて環境保全との両立ということが大事でありますので、そのための法律が環境影響評価法

でございますから、環境影響評価法にのっとって、町民の思いなども当然のことながら受け止

めて、意見書にしっかりと意見を述べていくということだと思っています。 

  事業者におかれましては、町の意見、それから県の専門家の意見なども踏まえて、真摯にそ

ういった環境影響を低減していく、回避していく、そういった事業にしていただきたいと思っ

ております。 

  なお、先ほど申し上げましたつがる市、中泊町を視察した中で思ったことは、両市町とも、

市の方も地域の方も低周波による健康被害というものが我々は確認できませんでした。その他

の苦情というのがほとんどない、あっても事業者がきちんと対応してその苦情を解決している

と。それから地域貢献ですね、これを非常に両事業者とも熱心に行っている、町に対する寄附

などもしっかりと行っているということで、両市町ともデメリットは感じておりません。むし

ろ厄介な風を資源と捉えて地域活性化につなげていくことが重要であるというお話を我々は聞

いてまいりました。そういった現場を実際に視察してきて、改めて環境保全と再生可能エネル

ギー、風力の両立ということは十分可能であろうという感想を持ったところでございます。 

  以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） 先ほど風力の事業を理解してないという発言がありましたけれども、
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今回、町長はじめ職員９人で視察に行ったようですけれども、これももっと早い段階で実施す

べきではなかったかなと思います。 

  最後になりますが、再生エネルギーを国を挙げてということで、私もある程度の必要性は感

じております。ただ、１点目として、加美町に計画段階で174基という数の多さによる自然環

境への影響の心配、２つ目として、我々も青森を見てまいりましたけれども、既に道路ができ

ていたりして、山の峰ではない。そして、青森の我々が行ったところでは町の課題を解決する

ための一つの方策として風力発電を掲げていると。多くは加美町の場合は山の峰という建設場

所、それから一部、町が建設の内容を把握していなかったと。それから、当初の計画とは大き

く異なって今進んでいますけれども、町民への説明の手順、そういう不備が多々あったという

ことは否めないと思うんです。工事が現在ある程度進んでいるところもありますけれども、そ

の中で町民を混乱、分断させるべきではないと。事前に我々にもそんなに情報は詳しくは知ら

されてないかと思うんですけれども、町民の方々にも説明を十分した上で、全員100％納得と

いうのはいろいろな物事で難しいとは思うんですけれども、その上で物事を進めるべきではな

かったかなと思いますが、最後に町長の所見を伺います。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） おっしゃるとおり、もう少し早く手を打つべきだったと思っています。 

  ただ、石巻市を視察した際、全く市は関わっていない。民間の事業であって、全く関わって

いない、市に問い合わせても全く対応していただけなかったという事実もあるんですけれども。

石巻市の場合には市が説明会を開くとかということは一切してなかったようでございます。 

  ただ、今回、青森に行きまして、当初から青森の方々は、風力、風という資源を活用しよう

という思いがあったように思います。ですから、早い段階から事業者と町が、自治体が話合い

をしながら進めていった、まさに逆に誘致といいますか、活用しようという意識が高かったん

だと思います。 

  当初、加美町におきましてはそういった認識がありませんでしたので、あくまでも民間事業

と捉えて、これは他の事業と同じように民間が責任を持って説明会を開いて、理解を得ながら

進めるべき事業だと認識しておりました。その認識は今も変わりないんですけれども、ただ町

ももう少し早い段階で視察などもして、地域住民に対して正しい情報をお伝えできればよかっ

たのかなという反省は確かにあります。ただ、これは遅いということはありませんから、今後

とも講演会なり視察なり、それから不安に思っていらっしゃる地域住民の方々も現場を見ると

いうことが私は大事だと思っています。 
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  昨日、ボランティア友の会に依頼されまして講演をしてきましたけれども、その中で発言さ

れた方が「実際にＪＲＥの現場を見てきました。そういったところはしっかりと対応していま

す。非常に真摯に説明いただいたし、安心しました」というご発言がありましたので、やはり

現場を実際見てみる、既に稼働している現場を見てみる、聞いてみる、それから今工事をして

いるＪＲＥの現場、これもお問合せいただければ町でアレンジをして、町民の皆さん方も視察

できるようにしておりますので、実際に現場を見る、そして我々ではお答えできないことがた

くさんありますので、事業者の方々からきちっとご説明を受けるということが大事なんだろう

と思っております。 

  しっかりと再生可能エネルギーの重要性、そしてこの事業が地域活性化につながるように、

町としても努力してまいりたいと思っています。よろしくお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 早坂伊佐雄君。 

○５番（早坂伊佐雄君） それでは、この後にたすきをつないで、一般質問を終わります。 

○議長（早坂忠幸君） 以上をもちまして、５番早坂伊佐雄君の一般質問は終了いたしました。 

  暫時休憩いたします。11時25分まで。 

     午前１１時１５分 休憩 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

     午前１１時２５分 再開 

○議長（早坂忠幸君） 休憩を閉じ、再開いたします。 

  通告２番、７番三浦又英君の一般質問を許可いたします。ご登壇願います。 

  答弁漏れで、総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） すいません、総務課長でございます。 

  早坂伊佐雄議員の一般質問の中で答弁漏れがございましたので、説明させていただきます。 

  契約書の締結につきまして、公印をどのように押しているかということだったと思いますけ

れども、町で行う契約につきましては、一般的に担当課担当係が契約に対して、このような契

約を締結してよろしいですかという起案をいたしまして、それぞれ決裁いたしまして、最終的

に町長の決裁をいただきまして締結をしているということでございます。 

  実際の契約書に押印するというのは、その決裁後に担当課の職員が押させていただいている

という内容でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） それでは、三浦又英君、ご登壇願います。 

     〔７番 三浦又英君 登壇〕 
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○７番（三浦又英君） それでは、通告に基づき、７番三浦、町の課題について質問いたします。 

  町長は、来年８月に任期満了を迎えます。それは、今期４年の任期が残り８か月余りという

だけでなく、３期通算12年の任期の残り８か月余りということでもあります。 

  しかしながら、この３期目において突然現れた問題のほか、町長に初就任してすぐに取り組

まなければならなかった問題においても、いまだなお解決されていないものが数多くあります。

それらのうち、次の点の現状と課題、対応策について伺います。 

  １つに指定廃棄物最終処分場について、２つに風力発電事業について、３つ目として農林系

廃棄物について、以上です。お願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

     〔町長 猪股洋文君 登壇〕 

○町長（猪股洋文君） 皆様方のご支持とご協力の下、町長を11年務めさせていただいておりま

す。心から感謝を申し上げたいと思っています。議員の皆様方のご協力にも心から感謝を申し

上げたいと思っております。 

  確かにたくさんの課題を抱えております。また、おっしゃったように突如降って湧いたよう

なコロナのことも風力のことも、全く３年前には想像もしていなかったような事態も起こって

おりまして、職員も対応に大変苦慮しているところでございます。とはいうものの、職員も一

丸となって課題解決に取り組んでいるところでございます。今後ともご理解、ご協力を賜りた

いと思います。 

  それでは、３点ご質問のうちの第１点、指定廃棄物最終処分場についてお答えいたします。 

  指定廃棄物最終処分場につきましては、環境省において平成26年１月に加美町箕ノ輪山、田

代岳国有地を含む宮城県内３市町を指定廃棄物最終処分場候補地として提示しました。その後、

平成28年３月に宮城県主催で開催された市町村長会議において、指定廃棄物最終処分場候補地

として提示された３市町の首長がそろって候補地返上を表明いたしました。 

  これを受けて、平成28年４月15日に宮城県知事より環境大臣に対して、候補地の現地調査の

見合せを含めた放射性物質汚染廃棄物の処理促進に向けた要望書を提出しております。環境省

は、要望事項への対応として、宮城県の意向を尊重し、県内で一定の方向性が出るまでの間、

現地調査を一時的に見合わせることとしておりまして、現在、県内では指定廃棄物最終処分場

問題については先送りの状態が続いている状況でございます。その後、一切議論はなされてお

りません。 

  ２つ目の風力発電事業についてでございますが、国では2050年カーボンニュートラル、脱炭



 

- 25 - 

素社会の実現を目指しており、安全性や安定供給などを大前提に再生可能エネルギーを最優先

の原則で取り組むこととしております。 

  国の政策に基づき、加美町には現在４つの事業者による６つの風力発電事業の計画がありま

す。そのうちの１つは工事が進められております。 

  近年、地球温暖化による自然災害の発生が増加しており、気候変動による自然環境の破壊が

懸念されております。これは決して他人事ではありません。町としましても、地球温暖化の影

響を緩和させるため、風力を含む再生可能エネルギーの導入は必要であると考えております。 

  しかし、風力発電事業は事業者により進められる大規模な事業であるため、町政懇談会にお

いても町民から風力発電事業についてのご心配のお声、ご意見が出ておりました。多くの方が

心配していらっしゃるということは町としても理解をしております。 

  町としましては、災害や健康被害を誘発するような事業を進めるべきではないと考えており

ます。再生可能エネルギーと環境保全の両立が図られるようこれまでも県を通して事業者に強

く意見を述べてきておりますし、今後もその対応に変わるところはございません。 

  再生可能エネルギーを推進する上で大事なことは地域との共生と言われています。地球温暖

化による気候変動や自然災害、海外の化石燃料に依存している現状を理解し、なぜカーボンニ

ュートラルや再生可能エネルギーが必要なのかを町民一人一人が自分事として考えていくこと

が大事だと思っております。 

  町民の皆様からの声の一部には誤った認識をされていると感じていることもあります。先日、

再生可能エネルギーに関して正しく理解を深めていただくため、東京大学名誉教授の荒川忠一

先生をお招きしまして講演会を開催いたしました。12月15日には名古屋大学の本巣先生をお招

きして、中新田公民館において講演会を午後６時から開催する予定としております。引き続き

講演会の開催や広報紙の掲載などにより町民の皆様の理解促進や不安解消に努めるとともに、

事業者には町民に対して説明責任を果たしていくようなお一層助言をしてまいりたいと考えて

おります。 

  再生可能エネルギーの導入を否定してしまいますとカーボンニュートラルを実現することは

できません。太陽光、風力、地熱、水力など再生可能エネルギー資源にはそれぞれの地域性を

生かして、適地にしっかりと事業を展開していくということが大事なんだろうと思っておりま

す。町としましても、安全性などの確保を大前提とした上で、再生可能エネルギーと環境保全

の両立を図ってまいりたいと考えております。 

  ３点目の農林系廃棄物についてお答えいたします。 



 

- 26 - 

  本町で一時保管している放射性物質に汚染された農林業廃棄物の総量は発生時点で約7,552

トンであり、全体の99.8％が牧草及びほだ木でございます。 

  牧草につきましては、発生時点で4,093トンありまして、うち放射性物質濃度が400ベクレル

以下のものは1,152トンでございます。400ベクレル以下につきましては、すき込みによる農地

還元処理を行うこととし、令和７年度を目標に実証試験や勉強会、説明会の開催を経て、令和

３年度から本格的な処理を開始し、令和４年12月時点で400ベクレル以下の牧草約３割、トン

数にしますと313.3トンを農地還元しております。400ベクレルを超えるものにつきましては、

現在もフレキシブルコンテナバッグに入れて一時保管をしておりますが、自然減衰により400

ベクレルを下回っている可能性がある牧草につきましては再測定を実施し、400ベクレル以下

であった場合は農地還元で処理していきたいと考えております。それ以外につきましても一日

も早く処理できるよう、堆肥化などによる処理も含めてそういった方向性で情報収集、調査な

どを現在行っているということでございます。 

  また、ほだ木につきましては、発生時点で3,444トンを一時保管しておりますが、うち95％

が100ベクレル以下、かなり低い食品レベル以下でありますので、残りの約５％についても発

生時点で約136ベクレルであったことから、自然減衰が見込まれるため、林地還元等により早

期に処理するため、現在、状況調査を実施しているところでございます。 

  以上、ご質問３件についてお答えさせいただきました。よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） それでは、順次、質問をさせていただきます。 

  町長は、令和元年の町長選挙において町民に指定廃棄物最終処分場建設断固反対を訴え、公

約し、当選をしました。特措法の改正と基本方針の見直しを国に訴えると幾度も話されたこと

を私は聞いております。国への要望活動についてお聞かせください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） こちらについては、国に対して要望書を提出したり、あるいは直接国会

議員の方々、地元選出の国会議員等のみではありませんが、お伺いをしまして、直接そういっ

た訴えをさせていただきました。また、ある議員にはたしか国会でも質問していただいたと記

憶しておりますけれども、なかなかこれは実現しない。一度つくられた法律は、そう簡単には

これを変えることはないのだろうと残念な思いでおります。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 町長も残念であると思いますが、私も残念でございます。 



 

- 27 - 

  町長、最終処分場候補地の調査阻止活動を行いましたよね。それ何回だか記憶していますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 記憶はしておりません。ただ、多くの町民の方々にも山に登っていただ

いて、反対をしていただきました。一緒に行動していただきました。その中に既にお亡くなり

になっている方もいるんですけれども、本当に多くの町民の皆さん方のご協力があって、取り

あえず環境省がこれ以上調査に入ることができないという状況を生み出すことができたんだと

思っておりますので、皆さん方に感謝をしております。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 広報紙を見ますと延べ26回なんですね。美しいふるさとを守るために、

毎回100人以上が田代岳に集結しまして、阻止活動を展開しましたよね。その中において職員

が20名ほど従事しているんですよ。それは、町長、承知ですよね。多くの町民の方々が孫子の

未来のために心一つになりまして、断固反対を訴えた姿が今でも私は目について忘れることが

できません。町長、あのときのことを思い出してくださいよ。どう思われますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私も忘れることはできません。心を一つにして町を守ることができたと

思っておりますので、先ほど申し上げましたように、多くの町民の方々に心から感謝を申し上

げたいと思っております。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 私もそうですけれども、町長も絶対忘れることはできないですよね。 

  環境省のホームページによりますと、先ほど町長が答弁されましたが、平成28年４月に宮城

県知事より農林系廃棄物の処理要請があり、国は要請を尊重しまして、8,000ベクレル以下の

処理を優先に進め、現地調査を一時見合せということは先ほど聞きました。 

  ということなんですが、令和元年の加美町の町長選挙において、７月下旬に環境省の職員が

最終処分場候補地を見に来ると。町長がどのような意図で話したか分かりませんが、そういう

話をしたことを私は耳にしております。その時点で環境省は最終処分場候補地に入らないこと

が明らかだったのではないでしょうか。それをまず町長に確認をさせてください。町民に安心

を与えるべきなのに、いたずらに町民の不安をあおったのではないかという疑念が消えないの

であります。その後の環境事務所の職員の動向をお聞かせください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 先ほど申し上げましたように、これは最終決着がついておりません。今
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でも加美町を含む３地域は環境省の中では候補地でございます。ですから、我々は気を緩める

ことはできないわけです。 

  そういった中で、ご指摘のあった７月にわざわざ環境省の方が、それも本省の方も来ると。

東北の環境センターの方のみならず、本省からも来るという連絡を事務方から受けて、これは

気を緩めてはならないと。引き続き町民の皆さんも、過去のことじゃなくて、これは気を引き

締めてかからなきゃならないという思いで皆さん方にも訴えさせていただきました。あのとき

はわざわざルート変更していらっしゃったようでありますが、ただ、あれは詳細調査ではなく、

あくまでも現地確認ということでいらっしゃったようでございます。 

  その後、その次の年か２年後かだったんですけれども、その後も環境省の方が現地を確認し

たという話も聞いております。詳しい動向については把握をしておりません。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） その動向については確認していないということなんですが、何らかの情

報は得てないんですか。誰が担当か分かりませんけれども、それについてお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 危機管理室長。 

○危機管理室長兼新型コロナウイルス感染症対策室長（佐々木 功君） 危機管理室長でござい

ます。 

  環境省による詳細調査については、加美町において実施されていないということで伺ってご

ざいます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） そうしますと、町長の答弁あるいは室長の答弁からしますと現地調査に

ついては全然進展してませんよね。ということは、これは白紙撤回と理解してもいいんじゃな

いかと自分自身思っているんですが、この関係で最後に、町長、確認させてください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） これは国が白紙撤回と言わない限りは候補地のままなんですね。ですか

ら、これは我々も国の動向を注視していかなくちゃないんだろうと思っております。何として

もこれは阻止しなきゃならないという気持ちに変わりありませんので、万が一そういった動き

が出てきた場合は、いち早く議員の皆さん方にもお伝えをし、そして主張するための方策を練

っていかなきゃないだろうと思っております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 私は白紙撤回のことを願うだけなんですね。 



 

- 29 - 

  それで、広報紙を見ますと、地質学者が地滑り発生の危険度評価について、常磐線沿線より

100から200倍の危険度があると町の広報に掲載をされております。 

  阻止活動した多くの方々が風力発電に反対していると私は感じてなりません。町民の風力発

電に対する理解が足りないのか、説明不足なのか、反対している人が正しいのか、町長、お聞

かせください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 風力発電全般に対する理解というのはそう高くはないと思っています。

実は我々職員もそう高くはないと、ですからいろいろ実地調査などもしてきたわけであります

けれども。やはりまず風力発電事業というものに対する理解というものはもっともっと深めて

いく必要があると思っています。 

  とりわけ平成24年に環境影響評価の対象となった前と後では大分状況が違いますから、過去

に様々な事故が起こったという例もあるようでありますけれども、現在、新しい風力発電が立

地しているところがどういう状況になっているのかということなども含めてしっかりと調査を

して理解をしていかなくちゃないということで、我々も11月24、25日、青森県つがる市、中泊

町を視察したわけでありますけれども、風力発電に対する、行って私の感じたことは、やはり

まだまだ私自身も十分に理解してないと感じました。 

  過去の負の側面だけを捉えるのではなく、新しい機種、本当に風切り音もほとんど聞こえな

いぐらいの風力発電でございまして、真下でもですね、石巻とまた全然違います。これだけ技

術革新というのは進んでいるんだなということ、そしてしっかりと事業者が地域貢献を行って

いるということも確認してきましたので、やはりそういったことを町民の共通理解として持っ

ていく必要があるんだろうと思っております。そのためには事業者がこれまで以上にしっかり

とした説明会を開催していくことが必要でありますし、町としても公平な立場で、しっかり調

査を基にした、フィールドワークなどの調査を基にした公平な立場でお話をいただく方の講演

会というものは必要だと思っておりまして、今回、本巣先生という宮城県出身の先生なんです

が、女性の方ですけれども、こういった方にお願いしてお話をしていただくことになっており

ます。 

  今後とも、再生可能エネルギーは先ほど申し上げましたように進めていかなきゃなりません

から、その進めていくに当たって町民の理解を十分に得ていくということが鍵だと私は思って

おりますので、事業者にはなお一層の努力をしていただく、町としても努力をしていく必要が

あると認識しております。よろしくお願いします。 
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○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 町長、９月議会におきまして各議員が多岐にわたりまして風力発電事業

について質問されました。町長は、今日もそうですが、風力発電事業は国の事業であると何度

も語っておりますよね。先般、お話ししました最終処分場の関係のとき、周辺のダム建設計画

に翻弄された歴史から国に不信感を持ったことは私は事実じゃないかと思います。また、デー

タを不正に加工した疑いがあることから、町は国に対して協力できないと主張したと私は思っ

ております。いつから不信を抱いた国に対して信頼を寄せるようになったんですか。私は分か

りません。この事業には多額の資本が投じられ、そこから得られる金額も莫大なものと耳にし

ております。町長、町として、風力発電について精査に精査を重ねて判断すべきじゃないでし

ょうか、お聞かせください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 風力発電は国の事業だと私は申し上げておりません。再生可能エネルギ

ーを拡大することは国の方針であると、36％から38％まで増やすということは国の方針である

とお話ししました。事業はあくまでも民間事業でございます。そこのところは誤解のないよう

にお願いしたいと思っています。 

  私が申し上げていますのは、再生可能エネルギーはどうしても必要です。地球温暖化防止の

ためにこれは必要でございます。また、エネルギー自給率を高めるためにも必要でございます。

それぞれ適地があると思っています。風力は風力、地熱は地熱、あらゆる再生可能エネルギー

を使ってエネルギー自給率を高めていく。ＣＯ２を削減していく。これはすべからく国民一人

一人が自分事と考えて取り組んでいくということが大事だと思っています。そして、その中で

地域への貢献をしっかりやっていただく、地域と共生していただくと。そのために、地域住民

の理解を十分に得ながら事業を進めていただくように事業者にも求めておりますし、町として

もそういった努力をしていかなければならないと思っています。 

  今回、中泊町、つがる市に行きまして、非常に私も感心しましたのは、事業者がしっかりと

地域課題と向き合って、地域課題を解決するために取り組んでいるということですね。例えば

つがる市でございますけれども、つがる市では事業者が20年間で、これがそのまま加美町に当

てはまるわけではありませんけれども、これは38基ですね、固定資産税が20年間で49億7,000

万円、これは事業者の算出ですけれども、49億7,000万円です、20年間で。そのほか、２つの

事業を行っておりますので、グリーンパワーともう一つの事業も行っておりますので、この２

事業者は売電収益の中から20年間で22億円を出資して基金をつくっています。この基金を使っ
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て、例えば、38基建っている下でメロンを作っている農家さんが結構おりまして、メロンロー

ドとも言われているらしいんですが、どうしても夏場だけに限られている。冬場もというので

通年でメロンを作って出荷できるように、今、ハウスで水耕栽培の実証事業も行っているよう

ですが、この資金もその基金から出されている、事業者が出資した基金から出されていると。

そのほか様々な地域の課題を解決するためにその基金が有効に活用されているというお話もお

伺いしてまいりました。 

  環境保全はとても大事です。一方では、どうやったら地域の課題を解決していけるか、その

ための資金をどこから捻出していくかと考えたときに、むげに風力発電を拒否するのではなく

て、やはり両立を目指していく、地域活性化につなげていく、利用していく、邪魔者の風を資

源と捉えて活用していく、そして地域活性化につなげていくという発想も私は大変重要だなと

いうことを認識してまいったところでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） それでは、町長、10月の広報紙にいろいろと風力発電関係について掲載

しております。まず１つに、環境保全と風力発電の両立を目指すということで見出しを書いて

います。これについて、町長、お聞かせください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） これはＳＤＧｓの基本的な考え方でありますし、それから環境影響評価

法もそういった考えにのっとってつくられている法律でございますので、そういったタイトル

にさせてきました。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） それでは、次にお聞きしますけれども、町長は先ほど青森県の中泊町関

係についていろいろお話をされておりました。私は、加美町と条件が違うんじゃないかと思う

んですね。視察した場所については、あくまでも風力発電をよしとして地域のまちづくりをし

てきているんじゃないですか、と私は思っています。 

  それで、この広報紙を見ますと、要するにお金の話もさっき出ました。それで、建設工事と

維持管理に係る地元雇用、燃料の地元調達、飲食・宿泊利用などについて地元事業者にメリッ

トをもたらすということを記事にされております。確かにそうだとは思いますが、業者の方々

の有利性を考えた上でのことじゃなく、地元の人たちの健康に関してはどうなんでしょうか。 

  先ほど町長は低周波被害はないというお話をされましたが、町長、ある国政選挙において、

町長、面識ありましたよね、そのときの候補者ですよ、私の職業の見地から風力発電の低周波
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被害は距離に関係なくありますよとマイクを通して言った経緯がありましたよね。また、低周

波被害をなくすため周辺の方々を移転させてくださいとも話されていました。町長、承知して

いますよね。あのとき我々も、あと同志もいたんですよ。 

  どうして町長は町民の安全で快適な生活を変えようとするんですか。不安を募らせるために

疑念を持つしかありません。ある宮崎地区の事業に参加された若者から、ぜひこのすばらしい

自然を守ってほしいと広報紙に書いてありますよ。施政方針においても、この美しい自然と安

全な水、そして誇れる故郷を子どもに残していく責務がありますと述べています。自然を破壊

し、新たな災害を生み出す、低周波被害をもたらす風力発電事業と町民の安全な生活の権利に

ついて、町長はどのように考えるでしょうか、お聞かせください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 町民の安心安全な生活を守るということ、これは最優先でございます。 

  ただ、一方で、その脅かすもの、町民の命と暮らしを脅かすものの一つが地球温暖化です。

昨今の豪雨災害等々は地球温暖化に起因しております。ですから、町民の生命と財産を守るた

めにも、温暖化対策、これはどの地域であっても世界的にこれに取り組まなきゃないというこ

とだと思っております。ですから、これは無関係のものではなく、どっちかを取るということ

では私はないと思っております。町民の生命と財産を守るためにも再生可能エネルギーの取組

は重要であると認識しております。 

  低周波の問題でございますが、いろいろなご意見の方があると思います。ただ、これは荒川

先生も言っていましたが、サイエンス、科学の面ではこれは解決済み、１キロから２キロ離せ

ば問題ないというお話でございます。某先生も私に対して、２キロ程度離せば大丈夫でしょう

というお話も個人的にしておりました。さらに、本巣先生、今度来ていただく先生、この方は

先ほど申し上げましたように風力発電が稼働している地域の調査を行っている環境社会学者で

ございます。この方がどういったお話をするかまだ承知しておりませんが、先生が書いた論文

を見ますと、実は低周波被害は距離に関係していない、何に関係しているかというと心理的な

もの、それが調査の結果です、しっかりした調査の結果。ですからこそ、私も前回言いました

けれども、地域住民の理解を得ながら進めていくことが大事なんですね。地域住民の理解を得

たところでは、近くても、先ほど申し上げたような中泊町、つがる市もほとんど苦情がない、

健康被害は全く確認されていないという地域でございます。ですから、今後、事業者、町も含

めて、風力発電事業に対してしっかりした理解を皆さん方に持っていただくということが大事

なんだろうと思っています。 
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  なお、中泊町については13基が山に建っておりますから、宮崎地区などと同じような条件だ

と思っています。一番近いところで800メートルぐらいですかね。私が確認したのは、老人ホ

ームが１キロ、風力発電から１キロ手前に老人ホームがありましたけれども、全く健康被害、

低周波被害、そういったものは確認されていないということでございますから、本巣先生の調

査のように、距離というよりは、距離を取ったほうが音は低減していきますから、いいんだろ

うと思いますけれども、むしろ心理的な影響、これが大きいんだろうと思っていますので、な

お一層、事業者には丁寧な説明をしていただきたいなと思っております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 別に再生エネルギーの事業について反対を述べているわけではございま

せんので、誤解ないように。 

  それで、風力発電事業について、反対、推進の要望書と請願が議会に出されています。町も

多分同じだと思います。この現状を見ると、これまで築いてきた旭地区のコミュニティ、お金

では買えない最も大事な絆が崩れ、分断することを危惧しております。町内のモデル地区とし

て地域運営組織を立ち上げまして、５年間の時間を要して提案書が出されましたよね。それで、

町としまして、地域住民の意見をどう考えているのか、１点、まずお聞きかせください。 

  次に、先ほど言った地域社会の分断について、分断のおそれについて、町長、心を述べてく

ださい。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私も非常に危惧しておりますし、残念だなと思っております。旭地区が

一丸となって、まさにモデル地区として今後旭の活性化に取り組んでいかなきゃならないとい

う時期ですので、そういった中で風力発電という降って湧いたようなお話ですよね、皆さんに

とっては。我々にとっても、我々が誘致したわけではありませんから、突然こういった事業が

始まるということになったわけでありますけれども、そのことで地域の皆さん方が困惑してい

るということは本当に残念に思っております。 

  私も実はいろいろな機会にいろいろな方々からお話を聞いております。進めるべきだと、若

い方々の中では進めるべきだと、むしろ風力発電で地域の活性化に取り組んだほうがいいと考

えている方も少なからずいらっしゃいます。中立だという方も当然います。反対の方もいます。

様々な意見があるんだろうと思っております。そういった中で、そのことも含めてなかなか自

由に話合いができないということでお困りだという話も聞いております。 

  このことは、もう一度、これまでのことがいろいろあろうかと思いますけれども、一旦まさ



 

- 34 - 

に白紙にして、何が事実なのか、そして皆さんで、区長たちは中泊町、つがる市に行って実際

見てきていますから、昨日も某区長から、心配ないと、本当に驚くほど、身構えて行ったけれ

ども心配するようなことはなかったというお話をされていましたけれども、現地にそういった

最新の風力発電が設置されていて、そこでどういうことが起こっているのか、プラスのことも

マイナスのこともしっかりと視察をしてきて、そして真っさらな状態で話し合うことが大事な

んだろうと思っています。もし皆さん方が現地を見てきて、事業者の話もしっかり聞いて、そ

の上で地域活性化のために風力発電と共生していこうということであれば、私はそういう方向

もあるんだろうと思っていますから、区長も来年には事業者を呼んで話合いをしたいと言って

おられましたので、そういったことが私は大事なんだと思っています。まさに真っさらな状態

から、何が事実なのか、何がそうじゃないのかということを一つ一つ検証していく、心配事が

本当にそれがそうなのかどうかということを一つ一つみんなで検証していく、そして方向性を

見出していくということが大事だと思っておりますし、町としてもそのための支援は惜しまな

いつもりでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 先ほどから地域活性化という答弁をいただいているんですが、地域活性

化ということで、どういうものを考えて想定されていますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） これはまだ具体的に協定書も進んでおりませんけれども、例えばつがる

市、中泊町については農林漁業に対する支援、先ほど申し上げましたメロンのハウス栽培、水

耕栽培の実証事業だったり、それから集荷場が狭くて野ざらしになっていて品質が低下してい

るということで、集荷場を広くして品質を確保したり、そういったことにも使われているし、

それから地域のお祭り、こういったことの支援、様々なことに、それから除雪とか草刈りとか

そういったところにも支援をしているということでございますので、旭地区についても様々な

支援を、事業者は支援をしたいと、一緒になって地域の課題を解決したいと思っておりますの

で、一緒になって課題を解決していくということも十分、私たちが見てきた範囲ではですね、

大手事業者ですから、日本風力ですから、そういった姿勢で取り組まれると思っております。

例えば宮崎の場合、農業ですね、主体は。宮崎はいち早くアイガモ農法など有機栽培に取り組

んだ地域でもありますから、例えばそういったものを宮崎の旭地区で推進していくために協力

をもらうということなども、個人的にはですよ、あるのではないかと思っています。そして作

った米の販路拡大、農作物の販路拡大、そういったことにも十分協力してもらえるだろうと思
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っているところであります。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） いい方向に結びつけばいいんですけどね。いろいろとこれまでも農業関

係での振興策等やってきたわけですけれども、なかなかいい方向に進んでいないのが現状だと

思いますので、町長の考えにご期待を申し上げます。 

  町長、私、先般、風力発電業者から、事業計画、設置計画の予定地に案内されて行ってきた

んです。そうしましたら、１か所が何と最終処分場候補地の入り口だったんですよ。あそこに

何十基建つ計画がありますよね。町長、現地を確認していますか。 

○議長（早坂忠幸君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（佐々木 実君） 企画財政課長です。 

  グリーンパワーインベストメントの現地、町民の方と見て説明をする機会に議員もいらっし

ゃったというときに、最終処分場候補地の箕ノ輪山のところにも今の段階では方法書なんです

けれども赤いエリアで計画が入っております。ですが、次の準備書の段階になりますと、そこ

はうちの町長からは保安林になっていますから認めないというお話もしていますので、それを

踏まえてどのように出してくるかというところが今の現状だと考えております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 先ほど適地というお話がされました。加美町の風力発電の設置場所の適

地というのはどこを考えておりますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私が適地と申し上げましたのは、風況ですね、個々の場所というよりは

風況がいいかどうかということで事業者は場所を選定いたします。環境省が出しているデータ

などを見ても20年間の平均風速が９メートルを超えるというデータもありますので、事業者と

しては加美町の周辺は適地ということ、奥羽山脈沿いが適地なわけでありますけれども、事業

計画を立てているということでありますので、例えば地熱が強いところは地熱発電をどんどん、

どんどんといいますか、環境との調和は一緒ですけれども、進めるべきでしょうし、加美町の

場合は再生可能エネルギーとしては風力なんだろうと思いますから、そういったところに事業

者が計画をしているということだと思っております。 

  また、その中でどこが適地かということは、先ほど申し上げたように環境影響評価の中で絞

り込まれていくんだろうと思っています。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 
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○７番（三浦又英君） 町長、再生可能エネルギーにつきましては、私は、他の自治体より先行

してやっていると思うんですよね、木質バイオを含めた。あと太陽光関係についてもやってい

ますよね、助成金を出しまして。ですから、私は必ずしも風力だけで再生可能エネルギーとい

うことじゃなくてもいいのではないかという思いが強いんですよね。といいますのは、かみで

ん里山公社が屋根貸しで太陽光という話が、いろいろとお話を受けたんですが、それを東京都

みたいに町の事業として、それに蓄電池を加えて、風力発電事業じゃなく太陽光発電事業とい

うことで再生可能エネルギーとすれば、町民も安全安心で事業の展開ができるんじゃないでし

ょうか、と私は思っているんです。その辺いかがでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 再生可能エネルギーについてはエネルギーミックスが大事だと思ってい

ます。これ１つということではないと思っています。町として、先ほど申し上げましたように

これは民間事業ですから、町が風力でもって再生可能エネルギーを進めていこうということで

はございません。ただ、町が主体となって行う事業、バイオマスであったりそういった我々が

できる事業は推進していく必要があると思っておりますし、一方で2050年のカーボンニュート

ラルの目標を達成するためには日本全国で風力なり地熱なり様々な再生可能エネルギーに取り

組んでいかなくちゃないだろうと思っております。屋根貸しということも一つの方策だと思っ

ておりますが、あらゆる再生可能エネルギーへの取組、エネルギーミックス、これが重要だと

認識しております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） ある催しの会場で、首長の反対によりまして風力発電事業が中止された

実例の話を聞きました。町長は、国の方針で、事業は民間でやるという話を先ほどからされて

おりますが、そういう事例もありますという話も聞いています。 

  これは町長日記に書いてあるんですが、「住民の反対行動は民意を政治に届ける権利です。

それを不法行為と非難し、意向を無視し、強引に計画を進めるようでは市井の声が届かない。

不健全な民主主義の国になってしまう」ということを述べております。なぜ、反対の声、地域

の声を聞いていただけないんですか。不安を払拭できない町長は、町民の声を無視して、先ほ

ど、くどいようですけれども、国の方針、事業は民間でやるということで済むんですか。俺は

そうじゃないと思いますね。町長、考えを聞かせてください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私が町政を運営する中で一番に考えていることは、何が町民のため、町
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勢発展のためになるかということです。全てはそこです。そういった中で、町長日記にも書か

せていただいたように、物事を多長根、多角的な視点から見る、そして今の目先のことだけじ

ゃなくて長期的に見る、それから物事の本質、根本を見るということを旨に判断をさせていた

だいております。 

  風力発電事業についてはいろいろな声があります。反対する方々だけではありません。です

から、私たちは総合的にこれを判断しなきゃならないと思っています。さらに、健康被害とい

う不安も当然あるでしょう。それが事実かどうかということもしっかり確認していかなくちゃ

ない。一方では間違いなく地域活性化につながっているという地域があります。そういったこ

とも、町民の幸せ、町の発展のために、そういったことも事実として私たちは受け止めていか

なくちゃない。そして、中長期的に考えた場合、やはり町の財源確保ということは重要な課題

でございます。固定資産税、寄附、様々な町に対するメリット、それから事業者は多くの雇用

を生んでおりますし、それから災害時等、当然これは事業者が存在しなければ町としても対応

できなくなりますから、事業者にも健全な経営をしていただかなければなりません。 

  そして、物事の本質は何か。これは何としても地球温暖化、ＣＯ２の削減、これにはどの地

域だって取り組んでいかなくちゃない。これは風力発電ができたら解決するわけではありませ

ん。町民一人一人の日々の生活、例えばできるだけ車を使わずに、近いところは歩いて行く、

自転車で行く、あるいはごみもしっかりと分別していく、こういったことも含めて町民全体の

取組として、民間ができることは民間でやる、町がやれることは町がやる、町民一人一人がで

きることはやっていくということで、地球温暖化、脱炭素に取り組んでいく、これがこの事業

の私は本質だと思っています。そういったことも含めて、しっかりと民間ができるところは民

間にやっていただくということが私は大事なんだろうと思っております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 風力発電で１点確認させてください。 

  ９月の議会におきまして、先ほど保安林解除の話もあったんですが、保安林は町長は同意し

ない、町有地も貸さないと明確に答えていただきましたよね。国有林の貸付けについても同意

はしないですよね。同じですよね。それを確認させてください、１点ね。 

  先ほど早坂議員が話したとおり、保安林解除と保安林内の作業許可の組合せということでや

っている事例があるんだそうです。それは間違いなく書いてありました。こういうことも聞い

ておりますので、町への相談はありますかということを確認させてください。 

○議長（早坂忠幸君） 森林整備対策室長。 
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○森林整備対策室長（阿部正志君） 森林整備対策室長です。 

  ただいまのご質問で、町の森林整備対策室ですが、そのような相談が業者からありますかと

いうご質問ですが、そういうご相談はまだうちらほうには来ていない状況でございます。 

  以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） これも誤解のないようにお話ししますが、町有地を貸さないと私は言っ

ておりません。保安林については、先ほど申し上げたように、国のガイドラインに基づき、公

益性のない民間計画に対してはこれは同意しませんよということをお話ししております。町有

地を貸さないとも言っておりませんし、国有林を貸す際に特に町の同意というものは必要では

ありませんので、そこは国の判断で貸す貸さないということになるだろうと思っております。

ただし、先ほど申し上げましたように、保安林については地域の首長の同意が必要ですから、

これについては公益性が認められない民間事業に対しては同意しないということを申し上げて

いるところでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 同意はしないということですね。了解しました。 

  それでは、農林系に行きます。 

  田代に保管されている汚染牧草、一向に進みません。先ほど自然減衰で400ベクレル以下に

なるまでということですが、先が長いですね。町長、これで課題解決になると思いますか、お

聞かせください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 原発事故の処理というのは、どこの地域も非常に長い時間をかけざるを

得ない。ですから私は、原発に依存しない社会をつくるべきだと思っていますから、そういっ

た観点からも、やはり風力を含む再生可能エネルギーにしっかりと取り組んでいく必要がある

と思っていますので、時間はかかるけれども、着実に解決に向けて、処理に向けて今進めてい

るところであります。ご理解ください。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 何十年たっても何か同じような答弁をいただいていますね。 

  それで、一般ごみとの混焼について、毎回これも提案しているんですが、いつもその焼却と

なりますと指定廃棄物最終処分場並びに大日向の関係へ質問を転換しておりますよね。焼却で

きないということを今でも思っていますか、お聞かせください。 
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○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） これは、私の考えというのももちろんありますけれども、これは大崎広

域から、どなたが聞いていただいても答えは一緒ですけれども、現在、大崎市、美里町、涌谷

町の農林系廃棄物を混焼しておりますので、この予定が令和９年度まで、完了が令和９年度ま

でとなっていますから、それまでは今の枠組みでやりますと、やらせてくださいと。それ以降

は、加美町、色麻町のものも混焼が可能となりますと、これが大崎広域の考え方でありますの

で、これは聞いていただいて結構ですけれども、同じ答えが返ってくると思います。ですから、

加美町、色麻町については、混焼が可能となるのは現在の事業が終了後ということになると認

識しております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） そうしましたら、町長は焼却も可ということで理解していいですか、お

答えください。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 全く否定しているものでありません。ただし、先ほど申し上げたように、

堆肥化というものも進めていくべきだろうと思っています。なぜかといいますと、今はすき込

みをやっておりますけれども、これは畜産農家は非常に助かっているんですね、自分の手出し

なく草地更新できるわけですから。ましてや飼料とか肥料とか大変高騰してお困りの中で国の

事業でできるということ、これは大変大きなメリットだと思っています。なおかつ、しっかり

と調査もしてセシウム等の影響はないということを確かめておりますので、今後しっかりすき

込みをしていく、場合によっては堆肥化によって農地に還元していく、そのことによって畜産

農家も草地更新できるということになれば、周囲のご理解が当然必要でありますけれども、そ

れは畜産農家にとってもメリットのあることだろうと思っていますから、単に持っていって焼

却すればいいという話ではないだろうと認識をしているところでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 焼却炉の訴訟と新たな最終処分場建設計画について、２点お聞かせくだ

さい。 

○議長（早坂忠幸君） 町民課長。 

○町民課長（浅野 仁君） 町民課長です。第１点目の訴訟についてお答えいたします。 

  平成30年に損害賠償請求ということで、そのときは試験焼却についての訴訟が対象124名の

住民の方から起こされました。その後、仮焼却については終了しておりますので、公金支出差



 

- 40 - 

止めを求める訴訟に変りまして、令和２年１月に損害賠償請求が行われております。現在もそ

の訴訟につきましては継続中であります。詳細については訴訟継続中でありますので申し上げ

られませんが、令和４年度についても７月と10月に口頭弁論が開かれております。今月26日に

も口頭弁論が予定されております。以上です。（「もう１点」の声あり） 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君、足りないですか。もう一点だそうです。 

○町民課長（浅野 仁君） では、一般廃棄物の処分場についてお話しします。 

  ご存じのとおり、今現在、三本木の大日向で処分場が運営されておりますが、大日向の処分

場については令和12年で満杯になる予定です。 

  今後、長期計画ということで、なるべく長く使えるように努力していくということをお聞き

しておりますが、令和６年までに次の処分場の計画を立てて、予定地を決めて工事を開始し、

５年間をかけて造成工事及び周辺工事を開始しまして、それに間に合うように次の処分場の建

設計画を進める予定となっております。構成する各町より１つずつ候補地を令和５年５月まで

に出すという計画です。それに伴いまして、令和６年中に大崎広域で組合会を経て正式に決定

し、令和７年から工事を始めたいという計画の案でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 三浦又英君。 

○７番（三浦又英君） 詳細に聞きました。令和７年に工事が始まるということなんですが、町

長、農林系廃棄物を早く処理しませんか。最終処分場をいち早く１番目に加美町が設置してく

ださいということも含めて議論してくださいよ。それをお願いして、終わります。 

○議長（早坂忠幸君） 回答はよろしいですか。（「ありましたらお願いします」の声あり） 

  町長。 

○町長（猪股洋文君） １市４町から候補地を出すことになっております。大崎広域としては最

低３ヘクタール、できればもっと広い６ヘクタールぐらいを確保したいと。そうしますと同じ

地域で、次回のやつが満床になったらその地域内でまた隣に新たな一般廃棄物最終処分場を造

れるということで、手間がかからないということで、できるだけ６ヘクタールぐらいの土地を

望んでいるようでございます。ですから、そういった有利な、交通の便もあるでしょうし、有

利な場所を各地区でどこが一番有利な場所を出せるかということですね。町としてそれだけの

有利な場所を示すことができるかどうかということになるんだろうと思っています。 

  なお、先ほど申し上げましたように、令和９年度で終了する予定のようでありますから、今

の焼却ですね、この後については当然これは可能であるという広域の見解でありますので、ま

た大日向クリーンパークとも既に合意書を交わしておりまして、混焼については持ち込むとい
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うことに同意していただいております。ただし、先ほど申し上げましたとおり、広域としては

あくまでも今の枠組みでということでありますので、その後についてはしっかりした手続を踏

まなければ焼却というわけにはいかないだろうと思いますけれども、それは可能であるという

ことであります。できるだけいろいろな取組、何といいますか、選択肢ですね、我々もきちん

と調査をしながら、本当にできるだけ、私も大変心苦しく思っていますので、できるだけ早く

処理できるように努力してまいりたいと思っています。 

  以上です。よろしくお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 以上をもちまして、７番三浦又英君の一般質問は終了いたしました。 

  昼食のため、暫時休憩いたします。13時15分まで。 

     午後０時３２分 休憩 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

     午後１時１５分 再開 

○議長（早坂忠幸君） 休憩を閉じ、再開いたします。 

  通告３番、９番木村哲夫君の一般質問を許可いたします。ご登壇願います。 

     〔９番 木村哲夫君 登壇〕 

○９番（木村哲夫君） それでは、通告どおり２件、一般質問させていただきます。 

  まず初めに、風力発電に関する町有地の地上権設定契約等について伺います。 

  風力発電施設の建設に関し、事業者と締結した町有地の条件付地上権設定契約書の以下の点

について伺います。 

  皆様には、契約書がタブレットの請願・陳情・要望という項目の中の22ページから30ページ

にありますので、そちらを見ていただければありがたいと思います。 

  まず、①令和元年11月27日に顧問弁護士と契約内容の相談をしていると思いますが、その内

容について、また令和２年３月27日に契約しておりますが、顧問弁護士にはその内容を確認し

ていただいたのか。 

  ②条件付地上権設定契約の内容について。第４条１項、地代について、この金額の算定根拠

について。２つ目、第６条２項及び３項、本地上権対象土地の管理などについて、町に不利益

ではないのか。３点目、第７条２項、中途解約、これについては不平等ではないか。次に、第

12条２項から６項の甲の契約に対して、町に不利益ではないのか。 

  続いて、③条件付地役権設定の契約内容について伺います。第６条１項、対価及び支払い方

法、こちらの金額の根拠。12条2項、承継義務、町に不利益ではないのか。 
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  次に、④ＪＲＥ宮城加美以外の風力発電計画で、町有地の地上権設定契約の相談はあるかど

うか。 

  最後、⑤契約書を広く町民に公表し、このような内容の契約を締結した理由を説明する必要

があると思いますが、いかがでしょうか。 

  以上５点、お願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

     〔町長 猪股洋文君 登壇〕 

○町長（猪股洋文君） まずもって、このたびの宮城県文化の日表彰におきまして地方自治功労

表彰を受けられまして、誠におめでとうございます。長年の町行政の発展に寄与していただき

ましたことに心から感謝を申し上げたいと思っております。今後ともますますのご活躍をお祈

り申し上げます。 

  それでは、風力発電に関するご質問、大きく５点いただきましたので、１つずつご説明をし

てまいりたいと思っております。 

  風力発電に関する町有地の地上権設定契約等についてということでありますが、ＪＲＥとの

契約に関してご質問がありましたのでお答えいたします。 

  まず、当該地上権設定につきましては、令和元年９月と12月に議会全員協議会において、協

議の経緯、使用料金の算定根拠などについて説明させていただき、令和２年３月27日に締結を

しているところでございます。 

  まず１点目でありますけれども、議員ご質問のとおり、令和元年11月27日に風力発電に関し

て顧問弁護士への相談をしております。内容は、町有地の地上権、地役権を設定することの影

響、事業者が地上権へ担保設定することによる町への影響について、それから契約書の内容に

ついても確認をしていただいております。 

  ２点目、３点目はいずれも契約書の内容についてのご質問でありますが、契約の締結に当た

っては、契約当事者の意図することについて、互いの合意の下、行っております。どちらかに

有利に働くとか不平等になる内容ではないと考えております。これは賃貸借契約の双務契約で

は当然の契約内容であるとも聞いております。それを踏まえてお答えをさせていただきます。 

  次に、２点目、条件付地上権設定契約書の内容について、４つの質問をいただきました。 

  １つ目、契約書第４条１項、地代の根拠ですが、加美町財産規則、加美町財産の交換、譲与、

無償貸与等に関する条例など関係条例等に基づき算出しております。 

  ２つ目、契約書第６条２項及び３項、こちらは地上権対象土地の管理等についての条文とな
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っております。第２項は、町と事業者のどちらかの責めに帰することができない理由、例えば

大規模な自然災害等が想定されますけれども、そういった事由により、土地に復旧、修繕の必

要がある場合は町が復旧、修復を行うという内容です。また、事業者は町に代わって復旧、修

復をすることができるといったことも併せて記載されています。事業者に責めがある場合は当

然事業者に土地を復旧、修復してもらうことになりますが、町が地代を頂いて賃貸していると

いう性質から、自然災害等に起因した土地の復旧、修繕について町が行うこととしております

けれども、実務的には契約書に記載のとおり事業者が行うことになるケースが多いものと認識

しております。 

  実際、青森県中泊町でも、先ほど申し上げましたように８月の豪雨で大分のり面が崩壊して

おりました。その復旧作業に当たったのは事業者であるということも確認してまいったところ

でございます。 

  第３項は、土地のクレームなどが発生した場合は町が解決するという内容であります。ここ

で述べられているのはあくまで土地に関するものでありまして、町が土地所有者として対応す

ることは当然であると思われます。例えば土地の境界に関する問題などが考えられますけれど

も、そういった事例はほとんど発生しないものと考えています。 

  なお、風車、風力発電事業に関するクレーム等については当然事業者が対応することになり

ます。 

  ３つ目、契約書第７条２項、中途解約についての条文であります。第２項については、不可

抗力等の理由により、また地上権対象土地に隠れた瑕疵があり、風力発電事業の継続が困難と

なったときは、事業者は町の損害を賠償することなく、契約を中途解約できるといった内容に

なっています。本地上権設定契約の地代は、事業者が風力発電事業から得た収益により支払わ

れていると考えられますので、事業が継続できなくなった場合、中途解約を行うことは当然で

はないかと考えております。また、瑕疵によって事業ができない場合に中途解約できるという

のは、瑕疵担保責任ですので、町にとって不平等とは考えておりません。 

  なお、中途解約により地上権が消滅した場合、本契約第９条により、原則、原状復旧を行う

ことが記載されておりますので、中途解約後に風車が残置されることは基本的にありません。 

  ４つ目、契約書第12条２項から６項、甲の約束についての条文となっております。 

  第２項は、地代の支払いは事業者の現金・預金及び財産のみで清算が行われて、なお債権が

残る場合はその債権を放棄するという内容ですが、地代は先払いですので、本条項により不利

益が生ずるリスクは極めて低いと考えております。 
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  第３項は、事業者に対して民事再生法等の手続は行われないということと、事業用資産の保

有を阻害する強制執行や保全処分は行わず、かつ強制執行や保全処分の申立てを放棄するとい

う内容です。このことにより、事業関係者が業務継続、倒産回避に協力し、各種支払いの確実

性を高めるものです。 

  第４項については、守秘義務に関する内容となっております。契約に関して全てにおいて開

示されるべきではないとの意図から記載しておりますが、加美町情報公開条例等の関連法令に

基づいて取り扱うものでありまして、開示すべきものは開示するということにしております。

ただ、その中で、当事者同士の認識、そういった認識は当事者同士で共有しているというとこ

ろでございます。これはほかの契約の事業者との間でも同じであります。 

  第５項については、町は留置権及び先取特権をあらかじめ放棄するという内容になっており

ます。本契約においては適用される場面はないと考えております。 

  第６項については、町は事業者に対する債権と債務等を相殺しないという内容です。町の事

業者に対する主な債権は地代ですが、地代は先ほど申し上げましたように先払いのため、相殺

するようなケースはないと考えております。 

  続いて、大きな３点目でありますけれども、条件付地役権設定契約の内容について２つご質

問をいただきました。 

  １つ目、契約書第６条１項、地役権の対価についてですが、先ほどの地上権の地代の根拠と

同様に、関係条例等に基づき算出しております。同様に令和元年12月３日の議会全員協議会に

おいて説明しておるところであります。 

  ２つ目、契約書第12条２項、承継義務についての条文であります。この２項は、事業者が地

上権を第三者に譲渡するときは地役権についても譲渡人に継承させることを町はあらかじめ承

認するという内容です。地役権というのは随伴性があるため、用役地と分断されることはなく、

用役地が継承されると自動的に地役権も継承されるという性質のものであります。地上権の移

転と同様に、本契約上の地位も移転させないと地役権者と契約当事者がばらばらになってしま

いますので、地役権と契約当事者を同一にしておくという点からも問題ないと考えております。 

  ４点目、ＪＲＥ宮城加美以外の風力発電事業で町有地への地上権設定契約の相談はあるのか

というご質問でありますが、いずれの事業者も計画段階ですので、現時点において町有地への

地上権設定契約などの具体的なお話はありません。しかしながら、事業が認可された場合は町

有地を貸していただきたいといった相談は受けているところであります。 

  最後の５点目でありますが、契約書を広く町民に公表し、このような内容の契約を締結した
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理由について説明する必要があるのではないかというご質問でありました。 

  町では、風力発電事業のほかにも様々な事業者、個人へ町有地を貸しております。また、同

様に、様々な事業者、個人へ売却等をしておりますが、いずれの契約においても広く町民へ公

表し説明しているものではありません。もちろん公表を義務づけられているものでもありませ

ん。町としましては、全員協議会等を通じて度々議員の皆様に風力発電事業に関しての説明を

しておりますし、情報公開請求をしていただければ、識別性の高い情報等を除いては開示が可

能となっております。現に開示をしております。また、事業者においても説明会などを開催し、

住民の皆様へ風力発電に関する情報提供をしているところでございます。 

  以上のことから、町民へ契約書を公表すること、契約の内容について説明することは考えて

おりません。 

  以上、風力発電、大きく５問、ご質問に対して回答させてきました。よろしくお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） それでは、再質問させていただきます。 

  まず契約書の内容について、どの程度踏み込んで相談したのか、顧問弁護士に対して、具体

的にお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  顧問弁護士への相談につきましては、この契約書が提示されて、町で確認した後に顧問弁護

士に見ていただいております。その段階では、町と事業者の間で不平等といいますか、そうい

ったところがないというところと、契約書としての誤りがないかとか、そういったところを中

心に見ていただいて、特段の問題がないということで契約に至っているというところでござい

ます。当時、深く踏み込んでこういった場合はこうだとか、そういったところまでの判断とい

いますか、そういったところまでは見ていただいてないのかなと感じております。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） それで、今度もう少し詳しく、令和元年６月20日に第２回公有財産取得

処分検討委員会が開かれております。この議事録の中に、司法書士に相談したという文言がご

ざいます。その内容について、どのような相談をしたのか。また、事業者から分筆したいと相

談が来ているのでという記述もあります。この件について詳しくご説明いただきます。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 
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  司法書士に相談した件につきましては内容を把握してございませんので申し訳ございません。 

  分筆についてのご相談というのは、地上権設定する際にその範囲を分筆して登記をするとい

うことがありましたので、そういったところでのご相談だったと認識してございます。よろし

くお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 地上権設定と地役権設定の範囲の地図、皆さんの資料の後ろのほうにあ

りますが、風力が建つところは22メートル角ぐらいだと思うんです。484平米でした。そして、

風力が回る円の部分といいますか、そちらの地役権設定、それと通路として点検用に使う、も

しくは工事用に使うというところで設定をしているわけですけれども、こうやって小さくすれ

ば、町で得る収入といいますか、地代がどんどん減ってくるんじゃないですか。その辺はどう

なんでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  風力発電事業を行う際に必要な範囲ということでの考えでこのようにされているのではない

かということでございまして、ここは草地として畜産農家に使っていただいておりますが、そ

こには影響のないところ、草地としての影響のないところと区別をするところと認識をしてご

ざいます。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） これは次にも続くんですけれども、次は令和元年11月21日、第５回公有

財産取得処分検討委員会で地上権設定についての話がありました。その中で「業者に確認しま

したが、他の事例もそういった手法でやっており、こういうやり方が一般的との回答でした」

という発言があります。事業者の言いなりではないのかと。先ほど早坂議員の中で、事業者が

作ったものをベースにというお話でしたが、そのほかに加美町として事例を調査するなりほか

のことを検討するなり、なぜしなかったのか、お願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 副町長です。公有財産の検討委員会の委員長もしておりますので、私

から答弁をさせていただきます。 

  今ご質問の件につきましては、その議論の中でいろいろ話があったんですけれども、今言っ

たような、ほかの事例についての調査というものは実際しておりませんでした。内容等がどう

かという部分、そういったことを中心に議論しておりましたので、ほかの地区のこういった内
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容等を調査するということまではしておりませんでした。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） やはりきちんと、議事録といいますか、会議録を読んでも、最初の契約

なので多分大変だったと思いますが、こういった重要な契約ですので、やっぱりやるべきでは

ないのかというのが率直な感想です。 

  次に、当初の予定では、これは全員協議会でも説明いただきましたが、11月27日に弁護士に

確認していただいた後に令和元年12月に契約締結の予定と我々は説明をいただいておりました。

しかし、契約がされたのは令和２年３月27日に契約を締結しております。これはなぜなのか、

まず１点です。 

  次に、町が正式な契約書を受け付けたのは、受付印が令和２年３月25日です。そして契約日

が３月27日、この間に顧問弁護士に内容を確認していただいたのか、その点を伺います。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  まず、11月に最初に顧問弁護士見ていただいて、その後やり取りをして３月に受付をして、

締結したのが３月27日というところで、なぜこのぐらいの期間がかかったかということでしょ

うか。そのことにつきましては、正確ではないかもしれませんけれども、契約書の条項の解釈

についてお互いに確認する時間が必要だったんだろうと感じてございます。 

  あと、お互いに協議が進んで、契約をする段階で確認していただいたかということにつきま

しては確認が取れてございませんので、申し訳ございません。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） つまり、３月25日に町で受け付けて、27日、要するに中一日で即決裁と

いうか、判子を押して契約、しかも弁護士にも確認してもらってないという状況で果たしてい

いのかどうか。この辺は、もし今後こういった契約がある場合にはきちんとすべきだと思いま

すが、町長、ここまでの間でどのように思われますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私も詳細は把握しておらないんですが、どの契約も申請された時点では

もう当然内容が固まっているわけですよね。両者の合意が既に行われているということであり

ますから、そのプロセスの中でしっかりと担当と事業者で話し合って、それぞれの条文につい

て吟味をし、そして当然、町にとって不利益を被ることのないように確認した上で受け付けて

いるはずでございますから、２日しか契約までの時間がないということはあまり問題ないだろ
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うと思っておりますし、逐次、担当も、ここも確認が必要ですけれども、弁護士の意見なども

聞きながら進めているものだろうと思っております。そういった解釈であります。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） そういった場合、当然やり取りはあったんでしょうけれども、11月27日

以降、条項ないし内容のやり取りで変更したり変わったりしていますか。もしした場合に、ま

た弁護士にきちんと見ていただいていますか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  大変申し訳ございません。11月に弁護士に見ていただいて、その後、町と事業者とのやり取

りで契約書の訂正、変更とかあったかというところについては、把握してございませんので、

確認をさせていただきたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 私もはっきりそういった変更したかどうか記憶にございませんので、

調べて内容を報告したいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） じゃよろしくお願いします。 

  それと、申請者などについて伺います。 

  配慮書、方法書、公有財産の交渉まではジャパンリニューアブルエナジー株式会社で進めて

おります。ところが、地上権設定契約直前の令和２年３月26日に登記が変わっております。ジ

ャパンリニューアブルエナジーから一般社団法人サポートホールディングスＪＲＥ宮城加美と

なっております。３月26日です。３月25日に受け付けて、３月26日に名義が変わって、３月27

日には契約をしています。この辺について説明をお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  大変申し訳ございません。確認をさせていただきたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） それでは、確認の上、報告をお願いいたします。 

  次に、条項の内容について、少しお話を伺います。 

  まず、条件付地上権設定契約書の第４条１項、金額の根拠なんですけれども、こちらは太陽

光発電と同じく宅地の30％ということで設定されたと思います。しかし、風力発電の場合は災
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害や様々なリスクが大きい。様々な状況を考えても、この４基分の契約、488平米で５万3,000

円云々の年間使用料というか、地代です。これで契約を結んで、何かあったときには要するに

町のお金でそういった修繕といいますか、そういった契約になっておりますが、５万円何がし

を毎年もらって、何か土砂崩れなり災害があったときに何千万円と出た場合に、全部町で負担

するんですか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  地上権設定した対象の土地、縦横20メートルぐらいずつの面積でございまして、その面積の

ほぼ全体が基礎部分になっておりまして、地面が出ている部分というのは非常に少ない面積に

なるのかなと思ってございます。そうした中で、ここで町が負うべき負担というのはあくまで

も自然災害等を想定したものでございますので、それほど過小な金額ではないといいますか、

そういうふうに認識してございますし、第６条２項の後段に事業者側がそれを復旧することも

可能であるということも付け加えられております。 

  事業者とお話しした際には、ほぼほぼそういったケースの場合は事業者側が修繕させてもら

っていますということで、加美町においてもそういったことが発生すれば事業者側で復旧をさ

せてもらうというお話もいただいているところでございます。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 先ほど最初の答弁で町長から、第６条２項について、事業者の責任で、

中泊町なども事業者の責任で修繕をするというお話でしたが、条文を読みますと「乙は甲に代

わり復旧することができるけれども、費用は甲が出す」となっていませんか。どうですか。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 副町長です。 

  条項上は「甲の費用によりこれを復旧する」と２項の中にうたっております。後段には「乙

は甲に代わり復旧・修復をすることができる」と。このできるということは、その費用も事業

者がやればその事業者が支払うという解釈だと思いますので、ここに費用という文言は入って

おりませんけれども、当然事業者が事業者の責任において復旧するということであれば、事業

者が費用を出すと解釈されると思います。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） その辺は明確に条文もしくは協定、これから結ぶんでしょうけれども、

それに示されますか。 
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○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 協定書の中に、はっきりとそういった文言も入れたいと思います。事

業者が修理をして費用も払うと条文の中にうたっていきたいと思っております。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） ほかの事例ということで、先ほど早坂伊佐雄議員も触れておりますけれ

ども、地上権には修繕義務がないにもかかわらず、事業者と町の契約ではわざわざ町の修繕義

務を条項に入れてしまっております。国の関係でやっている福島復興風力、これは国有林の契

約ですが、賃貸権ですけれども、特約事項で国の修繕義務はないと明記しております。また、

石巻市と株式会社ユーラス石巻風力との地上権契約でも石巻市の修繕はないと明記しておりま

すが、なぜ加美町はこういった契約になったんでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 副町長です。 

  それぞれの契約で内容が若干異なっているというのは今のお話でもございますので、今回の

契約の中で、今言ったちょっと誤解を招くといいましょうか、部分があれば、きちんと協定書

の中ではっきりうたっていきたいと思います。あくまでも地上権の契約についてはＪＲＥがほ

かの地区でもこの内容で契約しているものだと思いますので、その中でそういった不備な点に

つきましてはきちっと協定書の中にうたっていきたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 要するにＪＲＥはほかでもこのようなというお話ですけれども、確認は

しておりませんよね、正直。やはりきちんと確認する責任といいますか、あると思います。 

  それと、次に移りますが、第12条２項から３項及び５項から６項なんですが、合同会社ＪＲ

Ｅ宮城加美の会社は資本金200万円の合同会社です。その支払いについては責任財産に限定さ

れ、町は残存する本件債権を放棄するものとみなすということもあります。事業者が破産した

場合でも、権利を放棄して、財産を確保する努力すらできないという条件になっておりますが、

これについて説明をお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  債権放棄につきましては、まず町は地代が債権になるかと思いますので、そちらの部分にな

ります。町が放棄するのは現金でなくて、その設備、財産としての部分を放棄するということ

でございまして、こちらにつきましては事業者が何らかの理由で倒産もしくは事業を継続でき
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なくなった場合に設備を稼働させるための条項だと認識してございまして、それが可能なため

の条項と認識してございますので、こちらにつきましては町としてはその財産、風力発電設備

等々につきまして放棄するという内容と認識してございます。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 要するに200万円の資本しかない、しかも貯金がこれしかないというこ

とで、これ以上は責任を負えませんよということで、それ以上のお金を出せと言われても出せ

ないし、そういった損害賠償も起こしては困るという内容だとまるっきり事業者に有利ではな

いのかなと。その辺、副町長、いかがですか。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 副町長です。 

  損害という部分については、あくまでも地代の部分だけだと理解をしております。当然ほか

の部分については事業者の費用で撤去なりするということになりますので、損害というのは地

代の部分だと解釈をしております。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 先ほども言いましたけれども、思うとか、そうだということではなくて、

明確に条文化するなり協定書の中に書き込まないと、このまま読むと多くの弁護士さんがかな

り加美町は不利だとお話をしておりますので、そこは十分検証していただきたいと思います。 

  次に、情報開示の関係ですけれども、第12条４項で、先ほど町長の答弁では住民請求とかそ

ういった開示請求があれば出すと、それは当然なんですけれども。こういった条文は、石巻市

だったり国有林を使っている福島には全く条項としてはないです。当たり前のことだというか、

情報は開示するものだということなので、それをあえてこのように入れてくるということは、

どのようにお考えですか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  契約書の条項に、第三者に漏えいしないということについて特段の意味といいますか、何と

言ったらいいんですかね、絶対に開示しないということではないんだろうと思っております。

町長の答弁の中にもありましたが、町が結んでいる様々な契約につきましては、ほとんど皆さ

んに公開して説明するということはしてございませんので、本契約につきましても同じような

取扱いをさせていただいているということでございますし、こういったことで皆さんが情報開

示を求めるということであれば、そういった手続をしていただけば、このように実際に何件か
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この契約書を開示させていただいているということでございますので、特段この条項について

の問題というのはないのではないかと思っております。 

  また、事業者とお話しした際に、第三者というのはどういうのを想定しているかといいます

と、一般の住民の方ではなくて、同業といいますか、同じ事業者とかそういったところを想定

しているということをお聞きしております。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 次に、ＪＲＥ宮城加美以外に風力を計画しているところで、町有地の地

上権契約の相談に対して、先ほど町長は計画の段階なのでやっていないと、それで認可されれ

ばといいますか、決まれば相談ということで、実は宮城西部風力発電計画について令和３年３

月にＦＩＴの認定が下りております。町有地を確保するために、これは土地を確保しないと仕

事が進まないということで、賃貸証明書を発行していませんか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長でございます。 

  はい、賃貸証明書を発行してございます。令和２年12月16日付で発行してございます。内容

につきましては、今、事業者が手続をしておりまして、その計画が認められて条件が整った場

合にお貸しすることもできますという内容でございます。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） ということは先ほど質問した時点でもう、やはり計画があって動いてい

るということじゃないんですか。こういったことはきちんと情報的に出すべきでないですか。

いかがですか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  出すべきかどうかということは判断がつきかねますが、これにつきましては事業者が事業を

進める手続の段階で必要な書類といいますか、確認書類の一部と認識してございまして、この

ことを広く皆さんにご説明する必要というのは、そうですね、この段階ではできなかったと。

すいません。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 広く町民の方に知らすべきということを言っているわけではなくて、せ

めて議会の中で、全員協議会とかそういったところで、こういう状況があるというのは必要だ

と思います。 
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  そこで、この項目の最後ですが、町有地の貸出しや地上権設定契約は議会の議決事項になっ

てないんです。なっていないために、町長の判断だけでできます。今回もその流れでやってお

りますが。 

  そこで、今回のＪＲＥ宮城加美の地上権設定契約の不備から学んで、地方自治法第96条２項

に基づいて、加美町議会の議決事件に関する条例にこの内容を加えることを提案したいと思い

ます。町長、まずお考えを。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 今、契約の不備というお話がありましたけれども、私たちは町にとって

不利益な契約であるとは解釈しておりません。この契約書は、先ほど申し上げましたように、

賃貸借契約等での双務契約では一般的な契約と我々は理解しております。この契約書について

は、これは投資をする企業の意向も当然働きます。先ほど申し上げましたように、風力発電事

業に本体の業績の影響があってはなりません、逆もしかりなんですけれども。ですから合同会

社をつくるようにという指導が、当然これは金融機関からあるということでございます。 

  それぞれの金融機関といいますか、投資元ですけれども、エネオスであったり株式会社日本

政策投資銀行であったり、それから日本風力についてはグローバル・インフラストラクチャ

ー・パートナーズ、これは三菱商事とも提携していますけれども、空港などの整備に投資をし

ている大きな世界的な投資会社でありますけれども、こういったところがしっかりと審査した

上で投資をしていると。そういった中で投資会社もその事業に投資するわけですから、回収し

なければなりませんから、様々なリスクを排除するという意味で契約書にも当然そういったこ

とが盛り込まれてくるだろうと思っていますし、一方、我々にとっても、一般的なものであり

ますけれども、町が不利益を被らないようにしっかりこれはしていくということ、そして皆さ

ん方が疑問な点、あるいは契約書でなかなか読み取れないところもありますから、そういった

ところは協定書でもって明示していくということで、町にとって不利益を被ることがないよう

にしっかりとしていきたいということでございます。 

  条例のことについてはいろいろ検討させていただきたいと思っています。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 要は、今回、契約書を結ぶ内容だったりその細かいところまで議会には

一切、我々も初めてこのことになって契約書を見ました。全員協議会のときは町有地をこのぐ

らい貸したいとか使いたいというだけで、実際に契約書の中身を、やはり議会の議決事項とし

てきちんと我々議会も責任を持って、いいのか悪いのか判断する機会を求める必要があると思
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います。 

  議長にお願いがあります。ぜひ議会の中で第96条2項について、現在は基本計画だとか、あ

と大崎広域圏とか友好都市とかそういったものだけですが、こういった重要なものを議会の議

決権に入れるかどうかをご検討いただけますか。 

○議長（早坂忠幸君） それでは、後日、関係する委員会等で協議するということにしたいと思

いますが、それでよろしいですか。木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） ありがとうございます。 

  次に、森林整備事業の広域連携について伺います。 

  持続可能な環境を維持する上で森林整備事業は大変重要であるわけですけれども、なかなか

厳しい状況にあります。50年、100年を見据えた政策が求められます。これからは自治体の枠

を超え、広域連携で事業展開を行う必要があると思いまして、以下の点について伺います。 

  １つ目として、部分林組合を含む加美町の森林整備の状況と課題について伺います。 

  ２点目、各自治体の森林整備担当者だけでは対応し切れない状況にあります。大崎管内１市

４町が広域連携を行い、大崎森林組合や民間事業者との連携をしながら、県の協力を得て新た

な森林整備体制を構築すべきと考えますが、町長の見解を伺います。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 森林整備についてのご質問にお答えをしたいと思っております。 

  まず、第１点目の部分林組合を含む加美町の森林整備の状況と課題についてでありますが、

加美町の森林形態は、国有林、公有林、そして私有林など、加美町内の森林面積は３万3,600

ヘクタールになります。そのうち町有林面積は１万673ヘクタールであります。 

  町有林の内容で代表的なものは、町有林管理作業員が委任及び委託業務で施業管理をしてい

る森林でありますが、これが6,367ヘクタール、次に分収林契約地として森林管理センターと

契約している造林地2,035ヘクタール、次に宮城県林業公社と契約している造林地が348ヘクタ

ール、次に町内部分林組合と契約している造林地が840ヘクタールとなっております。 

  森林の整備状況でありますが、直営林及び森林整備センター分収造林地は、保育施業として

計画的に下刈り、除伐、間伐作業を行っておるところでございます。主伐期を迎えた山林は、

皆伐後に地ごしらえ、そして低密度植栽を行う再造林をしております。部分林組合の契約地に

ついては、ほとんどが主伐期を迎えており、皆伐が進められています。伐採後は再造林を行う

ことなく、天然更新として返地されている状況であります。 

  町としまして、伐採跡地の保安林指定箇所の有無、地形や森林の生育状況を踏まえ、森林の
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荒廃、多面的機能低下を防ぐため、国や県の森林保育事業補助金を活用して再造林を行ってい

るところでございます。 

  私有林においても、皆伐後は再造林を行わず、天然更新の方法を取る傾向にあります。これ

はどこの地域も同じでありますが、高齢化、それから後継者がいないなどの生活様式の変化、

そして収入を得るまで非常に長い年月がかかる、そして管理が必要であるということで、山を

次の世代に引き継ぐということがなかなか難しい状況にあります。こういったことが実態であ

り、大きな課題となっているわけであります。そのため、２点目のご質問についてであります

けれども、森林経営管理制度を活用し、町に経営管理委託がなされた森林については、間伐、

主伐、再造林の推進が必要であると考えているところでございます。 

  ２点目の各自治体の森林整備担当者だけではなかなか対応し切れないのではないか、連携を

していくべきじゃないかというご質問でありました。 

  木材の価格の低下等により森林管理を自ら行う住民が減少しているということから、間伐等

施業が行き届かない人工林が大崎管内でも増加傾向にあります。その打開策として、森林環境

譲与税を活用し、森林所有者に町への経営管理委託の意思を確認する森林意向調査を行い、そ

の結果を基にした森林経営管理計画の策定を行う新たな森林経営管理制度が始まりまして３年

になります。本町を含め大崎管内は進みが若干遅い状況ではありますけれども、その原因は、

森林管理計画を立てて、施業の再委託先である林業経営管理実施権を受ける森林組合及び林業

業者において収益性の高い林業体系の構築が進んでないという点も挙げられます。 

  町としまして、今後の意向調査が基になります地域森林計画に基づいた直営林の管理につい

ては、森林管理作業員の管理と併せて、高性能林業機械の使用や短時間・低コストによる収益

性の高い効率的な整備を行うため、大崎森林組合や林業関係者と連携しながら県の協力を得て

森林整備体制の構築をしていかなきゃならないと考えているところでございます。また、職員

におきましてもマンパワー不足は否めません。知識と技術力を身につけるための人材育成が必

要であると考えております。 

  なお、県北部地方振興事務所も森林経営管理制度の体制整備を課題と位置づけまして、大崎

管内１市４町と今後の取組方針の検討に着手していると聞いておりますので、こういった連携

というものは今後ますます必要なってくるだろうと認識をしております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） それでは、まず平成31年３月に策定しました加美町森林整備計画の進捗

状況と意向調査の状況、それと令和２年は約1,995万円の森林環境譲与税がありましたが、令
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和３年の状況と森林環境譲与税の使途といいますか、使われ方の状況、説明をお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 森林整備対策室長。 

○森林整備対策室長（阿部正志君） 森林整備対策室長です。よろしくお願いいたします。 

  まず１点目の意向調査の状況についてでございます。 

  意向調査につきましては、令和２年度から上多田川地区をはじめとしまして、令和３年度、

北川内地区、麓地区、今年度の令和４年度で西川北地区を意向調査させていただいております。

令和２年度の上多田川地区につきましては、令和３年度に16ヘクタール、５名の所有者の森林

集積計画を定めております。令和４年度、今年度に関しましては、令和３年度の上多田川地区

に引き続きまして集積計画を定めている最中でございます。あと北川内、麓地区の集積計画も

今年度定めるところを進行中でございますので、今年度中には内容的に見えてくるものと思っ

ております。 

  続きまして、譲与税の関係でございます。譲与税の金額でよろしいですか。 

  金額でございますが、令和４年度は2,574万8,000円が歳入として見込まれております。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 非常に少ない職員で一生懸命やられているんですが、間に合わないとい

いますか、大変だと思います。 

  それで、先日、大崎森林組合を訪問させていただきました。組合長並びに担当の課長とお話

をしまして、そこでお伺いしたのが、令和４年12月14日、来週ですね、宮城県の担当の方が加

美町、色麻町を訪問予定だとお聞きしました。その内容といいますか、どのような要件で来ら

れるのか。 

  それと、そのときいろいろお話しした中で、調査データに賞味期限があると。要するに、意

向調査をしても、早くしないと気が変わったり、持ち主の方が亡くなったりして、どんどんそ

の賞味期限が切れていくということで、選抜してテストケースで実施したいというお話も聞き

ましたが、その辺、情報はどのように入っていますか。 

○議長（早坂忠幸君） 森林整備対策室長。 

○森林整備対策室長（阿部正志君） 森林整備対策室長です。 

  まず１点目、12月14日の会議の内容でございますが、まだ会議の資料などは我々のほうに来

ていないので、日程調整の際に伺った内容でございますが、議員おっしゃるとおり、少ない職

員、施業従事者で広い森林の整備をするというところでかなり問題があると。そのために譲与
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税が活用されて、どんどん森林の整備を進めなくてはいけないという状況でございますが、そ

の内容がだんだん表に、大変さが見えてきたというところで、北部振興事務所が中心になって

各市町村の状況を把握して、また意見交換をしながら、令和４年度、５年度、６年度に続ける

施策をみんなで考えましょうという内容の打合せだと我々は受け止めております。 

  続きまして、調査に期限がある、意向調査で町に委託をして施業をお願いしたいという意思

表示をしてもなかなか施業が受けられなくて、その調査の内容がだんだん古くなってしまうと

いう内容だと思いますが、その辺は我々もかなり危惧している状況です。 

  ただ、先ほど回答させていただきましたが、上多田川地区に関しましては令和５年度から施

業を始めたいと思っております。まだ大まかな面積でございますが、56ヘクタールほどござい

ます。その56ヘクタールの内訳を委託先である業者に調査をしていただいているところでござ

いますが、収入になる場所と、条件などが悪くてなかなか搬出間伐につながらない場所もあり

ます。そういう場所をしっかり見極めさせていただいて、加美町は大崎管内でも直営の事業団

に頑張っていただいている市町村でございます。事業団と施業業者に委託する場所をしっかり

すみ分けをかけて、できる範囲から速やかにしていきたいと森林整備対策室では考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 宮城県農林水産部林業振興課、こちらで森林経営管理制度の運用及び森

林環境譲与税の使途に係るガイドラインというのも平成31年３月に策定しているようです。こ

の中に、市町村の実施体制整備に広域連携協議会の設置及び事業実施とあります。森林環境譲

与税の活用もできますし、ぜひ、先ほど室長が言われたように、加美町がリードして、大崎森

林組合や民間業者と連携しながらやっていく、そのリーダーとしてやっていく考えは町長にな

いか伺います。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 町としましては、これまでも森林資源の活用、森林管理について取り組

んでまいりました。特に森林、その資源の活用ですね、この流れをつくらないと管理ができま

せんので、県にもお願いをして、国の交付金も使い、町内２事業で乾燥機の導入などもしまし

た。川上から川下までつながないと森林資源を活用できないわけですね。そういったことなど

も他に先駆けて町としては取り組んできたつもりでございます。 

  今後も、広大な森林を所有する町としまして、森林整備に関しまして努力を、他をリードす

るぐらいの気持ちで努力してまいりたいと考えております。以上です。 



 

- 58 - 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 午前中の同僚議員の質問の中に、青森県のように厄介だった風を利用し

てというか、活用してというお話がありました。加美町には７割の森林面積、これは本当に財

産だと思います。先祖から引き継いだ、こういった森林を守ることも加美町の役割であり、お

いしい水をつくり、自然を守り、こういったことも含めて、ぜひ森林の整備をきちんとやって

いただきたいと思います。 

  その中で、最後になります、宮崎部分林保護組合協議会から風力事業推進の要望も出ており

まして、内容もお伺いすれば理解できるところもあります。確かに整備は大変です。しかし、

風力発電に頼って森林整備を行うのではなくて、町が積極的に森林整備事業に取り組むことで

解決していくということも、この加美町に課せられた役割ではないかと思います。これは、50

年、100年先の町を見据えてきちんとやっていく重要な任務だと思いますので、そういったこ

とをぜひやっていただきたいと思いますが。最後に、町長、ご意見をお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 森林整備をする上で、道路、林道等の整備、これは非常に重要だと思っ

ております。実際、中泊町で組合長のお話も聞きましたが、大変助かっていると。そして、私

も驚いたのは、管理用道路ですけれども、幅５メートルぐらいの道路でしょうか、どうしても

坂は大雨が降ると洗掘されるんですね、ご承知のとおり。そういった坂についてはきちんと舗

装していまして、洗掘されないようにしています、平らなところは砂利なんですけれども。何

かあれば、のり面が崩れた場合でもきちっと事業者が修復をしていると。非常に道路が整備さ

れていますので、かなり林業関係者が活用し、助かっているということも事実でございますか

ら、もちろんそのために風力発電事業を進めるわけでも何でもありませんけれども、結果とし

て非常に林業関係者も助かるんだろうなと思っています。 

  また、森林資源は活用するということをしませんと、間伐してただ林地残材として山に置い

てあるのでは今度は災害につながりますので、林地残材もきちっと処理をして活用していくと

いうことが大事だと思っています。よく言われますように、森林はＡ材、Ｂ材、Ｃ材の全てを

丸ごと使って初めて経営が成り立つということでありますので、最後はチップにして熱や電気

を供給していくという、今、町が進めております、準備しております脱炭素先行地域に申請す

る際も、森林資源を活用していくということも大きな鍵であり、町の取り組まなきゃない事業

の一つになっていくんだろうと思っています。そういったことも含めて、森林管理、しっかり

と行っていきたい、次の世代にも残していきたいと、そんなふうに思っております。ありがと
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うございます。 

○議長（早坂忠幸君） 木村哲夫君。 

○９番（木村哲夫君） 最後になります。 

  我々地方自治の原点であります住民の福祉向上、こういったことを町民の方々に不信感を持

たれないように、きちんと情報を公開する、一緒に考える、そして未来に向けて、いいまちを

つくっていくということで、ぜひやっていただきたいと思います。これで終わります。 

○議長（早坂忠幸君） 以上をもちまして、９番木村哲夫君の一般質問は終了いたしました。 

  暫時休憩します。14時30分まで。 

     午後２時２０分 休憩 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

     午後２時３０分 再開 

○議長（早坂忠幸君） 休憩を閉じ、再開いたします。 

  通告４番、４番味上庄一郎君の一般質問を許可いたします。ご登壇願います。 

     〔４番 味上庄一郎君 登壇〕 

○４番（味上庄一郎君） 通告４番、議席番号４番、風力発電に関して４連続の質問でございま

す。大分重複しまして、質問の内容の３分の２ぐらい質問されてしまったんですけれども、重

複するところもあろうかと思いますが、また答弁をよろしくお願いしたいと思います。 

  大綱１問、風力発電事業について。 

  本町における風力発電事業について、反対住民団体や町主催による勉強会、講演会などが活

発に開催されております。町内９か所で開催された町政懇談会においても、町民の不安を表す

かのように数多くの質疑がございました。それらを踏まえて、以下の点を伺います。 

  １点目、反対住民団体は、カンパを募り、自らお金を出して勉強会を開催しております。一

方、11月７日にバッハホールで開催された講演会は町の予算を使って開催されております。こ

れは臨時議会で我々も承認したところでありますけれども、町長が言う公平公正な立場と言え

るかどうか、町長の考えをお伺いします。 

  ２点目、10月24日から９か所で開催された町政懇談会の進め方について、町民の関心事であ

る風力発電の質疑を制限するなど、問題があると感じました。次回開催に向けて、町が考える

課題は何か。 

  ３点目、事業者との事前面談について、今日も随分質問がありました。どのような事業者が

来ているのか、また町長は９月定例会の一般質問で、面談すればどういう事業者か判断できる
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と答弁しております。ＪＲＥ、グリーンパワーインベストメント、日本風力エネルギー、加美

町に計画している事業者ですが、当然面談もされていると思います。いずれも信頼に足る事業

者なのか伺います。 

  ４点目、現在建設中の10基について。 

  ①地域振興などに関する協定を結ぶとしておりますが、地元住民や地権者などに対する補償

協定を先に結ぶべきではないでしょうか。 

  ②合同会社ＪＲＥ宮城加美との地上権・地役権契約について、町以外の地権者が締結した内

容を把握しておりますか。また、それは町が締結したものと同じ内容でしょうか。 

  ③巨大なブレードなどの資材搬入計画を把握しているか。 

  以上４点、お願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

     〔町長 猪股洋文君 登壇〕 

○町長（猪股洋文君） まずは、40年前に盗難に遭った虎の面が見つかって本当によかったです

ね。満面の笑みととも新聞に載りまして、加美町を大いにＰＲしていただいたものと感謝を申

し上げたいと思っております。来年はぜひ虎舞を開催できるようにご尽力を賜りたいと思って

おります。 

  それでは、４点ご質問いただきました。風は虎に従うということで、風と無縁ではありませ

んので、恐らくいろいろなお考えをお持ちなんだと思いますので、しっかりと答弁させていた

だきたいと思っております。 

  ４点のうち最初に、反対住民団体がカンパを募り、自らお金を出して勉強会を開催している

ということでありますけれども、これは非常に関心が高いということであるでしょうし、又英

議員も言ったように、正常な民主主義の姿だと思っておりますので、皆さんで勉強会を開くと

いうことは非常に大事なことだと思っております。ただ、この団体はあくまでも任意の団体で

ありますので、他の団体もそうでありますけれども、団体の活動として勉強会、講演会、そう

いったものを行うことは、その団体の負担といいますか、団体負担として開催するということ

が当然のことだろうと思っております。 

  また、11月７日にバッハホールで行いました再生可能エネルギーに関する講演会、こちらは

町が主催し、荒川教授に講師依頼をして開催したものでありますが、町として報酬等をお支払

いするということだろうと思います。 

  町民の皆様方からふだん様々な声を聞かせていただいておりますが、風力発電に対するお問
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合せなどもその中にございます。その中にはうわさとか事実と異なることが流されていて、ど

れが真実なのか分からず不安だという声なども寄せられているところでございます。 

  町としましては、風力発電も含めた再生可能エネルギーに関しまして町民の皆さんに正しく

理解を深めてもらう機会が必要だと思っておりまして、皆さん方からご予算も認めていただき

ましたので、講演会を開催しているというところでございます。 

  今後とも引き続き町民の風力発電事業への理解促進や不安解消に努めるとともに、講演会開

催の広報紙への掲載など、町民の皆様方に正しく再生可能エネルギーに対してお伝えし、理解

が深まるように周知をしてまいりたいと考えております。 

  ２点目は、10月24日から９か所で開始された町政懇談会の進め方について、質問を制限する

などの問題があったのではないかというご意見でありました。 

  この町政懇談会は、町が取り組んでいる施策や課題、財政状況などを広く皆様にお伝えし、

よりよいまちづくりに向けて意見を交わすことを目的として開催をしております。今年度は全

国的に新型コロナ感染者が急増し、再拡大が懸念されている中で、手指の消毒や検温、マスク

の着用など基本的な感染対策を改めて徹底しながらの開催となりました。また、開催時間につ

いても、密になる時間をできるだけ少なくする観点から、資料説明40分、質疑応答約40分とい

う形で８時半に終了時間を設定させていただいたものです。事前にこのことについては広報紙

等でもお知らせをいたしております。 

  懇談会の進行については、町政懇談会の目的を町が取り組んでいる施策や課題、政策状況な

どを広く皆様方にお伝えし、よりよいまちづくりに向けて意見を交わすこととしておりますこ

とから、まずは町の取組である地方創生や行財政改革後についてお話をし、その後、町が伝え

られる範囲で民間事業者が実施する風力発電事業に関する情報を提供させていただきました。 

  第１回目につきましては最初から最後まで風力で終わってしまいまして、参加した方々から

「本当に質問したかったことができなかった」というお声がありましたので、２回目からはま

ずそちらを先に、そして後に風力発電に関することということで進めさせていただいたところ

でございます。 

  質疑応答についても、同様に町の取組に関してを初めに、そして風力発電についての意見交

換ということで行いましたけれども、場所によってはかなり時間をオーバーして質問を受け付

けてお答えをしたということもありました。また、一方ではどうしても、８時半のお約束であ

ったにもかかわらず、９時を過ぎてもご質問があったというところもありますので、そこにつ

いてはほかの参加者のことも考慮して閉じさせていただいたということであります。また、風
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力に関しては、その場だけではなく、いつでも町としては皆さん方のご質問にお答えをさせて

いただきますので、ぜひ町にお越しくださいということもお伝えさせていただいたところでご

ざいます。 

  次に、懇談会資料の提供についてでありますけれども、懇談会の資料については、これまで

と同様に町全体にお知らせする町の取組に加え、地区ごとに設定した地区別テーマを設けて、

地区別の資料を提供しておりました。これまでずっとそういった形で行っておりましたけれど

も、参加者の中から、広原地区から全地区共通のご指摘がありましたので、広原地区からは全

地区共通の資料として示させていただいたところでございます。 

  次回以降、懇談会資料は基本的には全地区共通とした上で、各地区に合わせた議題やテーマ

を説明すると、そういった体制にしていきたいなと思っております。 

  また、懇談会の周知につきましては、広報紙やホームページ、回覧、広報車でのアナウンス

など、広く町民の皆様へ周知を行ったところであります。この結果、昨年は３か所のみに限定

しました。今年はまた戻して９か所で再開しましたけれども、一昨年に比べますと２倍となる

延べ272名の方々にご参加をいただきました。今後も様々な手法を活用した幅広い周知に取り

組んでまいりたいと考えております。 

  町政懇談会は、町と町民が共によりよいまちづくりに向けて意見を交わす貴重な、また重要

な場であると認識しておりますので、今後ともそういった思いで開催してまいりたいと思って

います。次回に向けて、見直すべき点、課題については改善するとともに、今年度は残念なが

ら中止となりましたけれども、オンライン町政懇談会をぜひ来年度、若い世代、子育て世代な

どにも気軽に参加していただいてオンライン懇談会も開催したいなと思っていますし、動画配

信など、より多くの町民の皆様方が参加できるような町政懇談会にしてまいりたいと思ってお

ります。 

  また、３点目の事前面談についてでありますけれども、発電事業に限らず、様々な事業者が

町に来ます。町には守秘義務がありますので、具体的な事業者名をこの場で言うことは差し控

えるべきだと思っております。 

  なお、先ほど申し上げましたように、担当者にはそれなりの事業者が相談に来ているという

ことであります。その中で、担当者レベルでお断りしたという事業もあるということでありま

すし、また事業者自らが撤退した、途中から全く連絡がなくなった、様々なケースがあるとい

う報告を受けております。 

  そういった中から３社についてはお会いして、主要株主あるいは事業実績、そしてどういっ



 

- 63 - 

たところが投資会社としてついているのかなども含めて、そして事業者の企業理念、真摯な姿

勢、こういったことから信頼に足る事業であると、この３社ともですね、思っておりますし、

今回青森を視察しまして、なおその確信を深めたところでございます。 

  この視察でありますけれども、１日目はつがる市でグリーンパワーインベストメントが運転

管理するウインドファームつがるを視察いたしました。この会社は、再生可能エネルギー普及

に取り組むことは当然でありますけれども、開発、建設、運転、管理を行うことはその地域と

25年から30年という長い期間の付き合いとなるため、その期間を通して、関わる地域の未来を

一緒に考える、そういうことを会社の理念に掲げておりまして、メロン農家の課題となってい

ます収穫後の出稼ぎをなくすため、メロンの通年栽培ができるように、地域の温泉熱などを利

用してメロン農家を支援し、冬期間のメロン農家の収入を増やすという地域課題に一緒に取り

組んでいるということも確認してまいりました。 

  また、２日目は中泊町で日本風力エネルギー株式会社が運転する中里風力発電所を視察いた

しました。この会社は、地元の林業者のために管理用道路を利用させたり、あるいは７月の豪

雨で先掘されたのり面を修復するなど維持管理を行っておりました。また、ブナの植樹や、地

元サッカーチームのパートナー企業として地域に貢献しているということも確認してまいりま

した。 

  両事業者は、再生可能エネルギー発電施設を稼働させていくためには地元住民と向き合うこ

とが大切だということを理解しておりまして、住民からの苦情は特にないということでありま

した。また、あったものについてもすぐに改善をし、その後、苦情がないとも聞いております。

地域との共生が図られているということを感じてまいりました。 

  町としましては、これらのことを踏まえまして、変化する社会情勢、事業者の事業計画内容

など、個別の事業ごとに慎重に対応してまいりたいと考えているところでございます。 

  また、建設中の10基についてでありますけれども、①補償協定についてでございますが、現

在、協定内容について検討中でありますけれども、事業に起因して住民等に損害が発生した場

合には損害を賠償するという内容を記載する予定にしております。 

  また、一般の土地所有者と民間事業者との間の契約に関することですので、②契約内容であ

りますけれども、町が公の場でお話しするものではないと考えております。 

  それから、③巨大なブレードなどの資材搬入計画を把握しているかということでありますけ

れども、資材の搬入計画については大まかな搬入時期やルート、車両等を把握しております。

ブレードなどは非常に大きな資材ですので、事業者が搬入計画に基づき、農地や道路等の規制
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をクリアすることなど所定の手続を経れば運ぶことになるものと思っております。搬入作業は

安全を考慮して夜中に行われると聞いております。町民の生活に支障がないよう、事業者が資

料を作成し、全戸配付などによって周知をすることが今検討されていると聞いているところで

ございます。 

  以上、風力発電に関するご質問にお答えいたしました。よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） それでは、再質問させていただきます。 

  まず、１点目の講演会等に関してですが、風力発電に関して正しい知識とは、何の問題もな

いんだよということを広めることなんでしょうか。 

  11月７日に開催された荒川先生の講演会では先生自身が、質疑の際に、計画の数をどう思わ

れますかという質問に対して、その数を把握しておらず先生自身が、それは多いですねと発言

しております。 

  風力発電に関して今の答弁では、うわさや事実と違うことが流されという町長の答弁があり

ましたが、そういった姿勢こそが事業者寄りの考えではないでしょうか。正しい知識を言うな

らば、正しい知識と言うのならば、土砂災害のおそれや健康被害の可能性についても、絶対に

ないという、絶対ないということはないんだという観点に立ってこそ公平公正と思いますが、

町長の考えをお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） まず、荒川先生ですが、事前に町の計画されている資料等はお送りして

おります。また、先生が100基を多いと言ったかどうか私は覚えておりませんけれども、先生

は、100基は技術的には、間隔を空けてですね、100基を建てることは特に問題がないというお

話だったと思います。ただ、何基が適切かということについては先生の口からお答えするべき

ことではないんだろうと思っておりまして、先生もそのことについてはお答えをなされなかっ

たと思っております。 

  また、正しい情報というのは、やはり科学的な根拠、しっかりした科学的な根拠があるかな

いかだと思っております。 

  荒川先生につきましては、長年風力発電について研究をしていらっしゃる方でございますし、

世界の状況を日本で最もご存じの方でございますので、そういった視点からお話をしていただ

いたということでございます。 

  また、本巣先生については、先ほど申し上げましたように研究者ですから、様々な手法を用
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いて、実際に風力発電を稼働している地域でどういうことが起こっているのか、こういったこ

とを現場で調査して、あるいは聞き取り、意向調査などもしながら研究して論文として発表さ

れている方ですので、非常に中立な立場で研究し、そして発表している方と認識しております。 

  必ずしも風力発電を推進するためということでなく、客観的な事実を私たちは学んでいくと

いうことが大事だと思っております。 

  また、日進月歩ですから、今回私は行ってみて、中泊町の日本風力エネルギーが設置してい

る最新の機種ですが、ブレードの先に合成樹脂のギザギザがついていたんですけれども、これ

は風切り音を低減させるためのものです。本当に日進月歩で最新のものが導入されております。

それから、避雷針に雷が落ちても倒れたり火災を起こさない工夫もされておりますし、かつて

の古いタイプの風力発電で事故があった、火災があったということをあたかも全てのものがそ

ういった危険性があると言うことには若干問題があるのではないかなと思っています。 

  なお、何事も絶対というのは、これはあり得ないんですね。それを言ったら車も乗れません、

絶対事故が起きないという車はありませんから。絶対故障しないという機械はありませんから。

原発なんかはなおのことですね。それを言ったら何も科学的なもの、科学的なものというか、

全てのものを否定せざるを得ない。 

  しかしながら、できるだけリスクを低減していくという努力をどの事業者も当然のことなが

ら、これは会社の信頼に関わりますし、経営に関わりますから、努力をしてかなりリスクの低

いものに今なっていると私は理解をしているところでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 町長、今も科学的根拠という話が出ましたけれども、反対する住民が

どうやって科学的根拠を示すんですか。それに、実際に建ってもいないのにどうやってその科

学的根拠を示すんでしょうか。土砂災害だって起きてみなければ分からないでしょう。だから

建てる前に一度立ち止まろうと言っているんですよ。 

  ですからそういうことじゃなくて、町で行ったつがる市と中泊町ですか、私たち議会も11月

17日、18日と青森県の横浜町に行ってまいりました。この風力発電も相当な数がありました。

しかも立地的に県道が近くを走っており、陸奧港からの陸路での輸送も、この加美町からする

と全然違う条件なんですね。しかも牧草地でありますし、林地開発をしているわけでもありま

せん。実際、私たちが行った、大きなバスでその風車の下まで行けるような、そんな風力発電

なんです。しかも、町自体がその事業に対して24％もの出資をしている、出資をしているから

利益も出る、基金に積立てもできる、これはそれこそ町長が言う、三方よしですよ。 
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  ところが、加美町の場合はそうではないじゃないですか。だから、成功している事例を例に

挙げて、何の被害もないんだということではないんですよ。どう思いますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） これ私は何度もお話ししていますけれども、反対している方々に科学的

根拠を示せと言っているわけではありません。町が反対するためには、科学的な根拠、法的な

根拠、これが必要だということを言っているんですね。何度も取り違えていらっしゃるようで

すけれども、そこは確認したいと思っております。 

  ただ、反対する住民の方々が講師をお呼びするときには、やはりその筋の専門家、きちっと

科学的に調査をしていらっしゃって、学会で認められているような方々、そういった方々をお

呼びすることが私は大事だと思っております。町としましては、まさにそういった皆さんから

認められている学者の先生に来ていただいて講演をしているということでございます。 

  それから、それぞれの町で形が違うと思っています。出資をしているところもあるでしょう。

中泊町やつがる市は出資しておりませんが、きちんと事業者から寄附を頂いているということ

であります。 

  また、中泊町も山の上に建っていますけれども、管理用道路、これは365日、稼働している

間、事業者は管理をしなきゃなりませんから、どこでもこれは、山の上であってもどこであっ

ても下まで車で行くことができます。当然です、これは。 

  それぞれの在り方は違うわけでありますけれども、どちらにしてもやはり風という無限の資

源、これを活用して地域活性化につなげていこうとしている、その考え方は同じなんだと思い

ますので、そこには町としても学ぶ点があるのではないかと、私は視察を終えてそのように強

く思っているところであります。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 町長、記憶にあると思います。指定廃棄物最終処分場のときに、大槻

先生、お分かりですよね、大槻先生はあの最終処分場のときも、この周辺は全て地滑り地帯で

あるということを科学的根拠に基づいて講演されております。私もその講演を聞きました。そ

の方の、風力発電に適していないというこの発言についてどう思われますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 先生は全てと言っているわけではないと思います。私たちも地滑り地帯

は外すように、事業者も当然外してくるわけですけれども、地滑り地帯に造ることはないよう

に意見をしております。 
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  事業者にとっても、最低20年、場合によっては20年以上、稼働する場合もあるようでござい

ますけれども、そこで事業するわけですから、そしてそこに投資をする会社があるんですね。

先ほど申し上げましたように日本政策投資銀行とか、かなり大手の企業ですから、できるだけ

リスクを避ける、リスクを確認した上で投資をするわけですね。すぐ倒れるような危険な場所

に造るということであれば、そういった日本政策投資銀行にしても投資することはないだろう

と思います。それから、アメリカのグローバル・インフラストラクチャー・パートナーズなど

も大規模な事業に対して投資をしておりますけれども、かなりシビアな目で投資先を限定して

投資するわけですから、当然そういったリスクを避けながら事業を進めるということになるだ

ろうと思っていますし、町としてもちゃんとした意見を述べていくということになります。 

  以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） ２点目の町政懇談会について伺います。 

  参加する町民は、基本的に感染対策を万全に取った上で参加していると思います。これまで

の実績を強調するような40分間の説明、ある方は、選挙演説を聞いているようだというような

声もありました。説明は要点をまとめて短時間にすべきでありますし、町の施設を使用してい

るんですから、多少の時間の延長はあってしかるべきと思います。質疑の時間をもう少し、説

明を短くしてもこれは取るべきだったと思うんですが、その質疑の中で風力と最初の施策に対

する質問を分けたと。参加する町民は、今、町が置かれている最大の関心事あるいは問題点に

ついて質問をするんですから、施策に関することと風力発電の問題を分ける必要が私はなかっ

たと思います。 

  この中で、私は宮崎の３か所を回ったんですけれども、賀美石地区での懇談会は町長が座長

になって進めていたわけですが、風力発電の質問をされた町民に対して、この問題は切りがあ

りませんからという発言をされております。そして質疑を打ち切りました。こういった姿勢は、

町民の声を聞くという姿勢には当たらないと思いますが、町長、いかがですか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私は、議事を進めていく中で、意見を述べている方以外の参加者の表情

なども見ながら進めております。そこの中で、いら立ちを隠さない町民がたくさんいました。

何で時間が過ぎているのにいつまでも風力のことについて話しているんだろう、早く終わって

ほしいという町民の表情、これが多く読み取れました。終わった後もそういったお声を頂戴し

ました、きちっと時間を守るべきだと。よそから来て風力のことだけ発言することについては、
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我々としては不愉快であるという声も正直いただいております。やはり質問する方も節度を持

って質問するということが私は大事だと思っています。参加した方々はいろいろなことについ

て聞きたいということがありますから、そういった方々の時間をきちっと取るということが町

としても大事ですし、特にコロナ感染が非常に増えているさなかでしたので、皆さんもそうい

ったことに対する配慮をしていただく必要もあるだろうと思いましたので、そういった形で打

ち切らせていただきました。 

  なお、その会場内だけではなく、いつでも私たちは、皆さん方からの不安の声、あれば遠慮

なく来ていただければ、私たちはお答えしたいと思っています。いつでもオープンですので、

ぜひそうしていただければと思います。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 町長、もう一回聞きます。この問題は切りがありませんからと発言し

たシーンについて。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） ですから、ほかの参加者の中で早くやめてほしいと、そろそろやめてほ

しいと、これは賀美石のみならず、宮崎でもそうでした。途中から出ていった方々もいます、

ほかの会場もそうですけれども。風力発電のことについてご意見ある方は、とめどもなくご意

見を述べたいんだと思います。しかし、どこかでけりをつけていただかないとほかの方々が迷

惑を被るということになると思いまして、そういったことで閉じさせていただきました。以上

です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 迷惑という発言もどうなのかと思いますけれども。 

  あと、町政懇談会の模様を録画して後日ＹｏｕＴｕｂｅで配信しますという説明が最初にあ

りましたね。最初の早坂伊佐雄議員の質問だったと思いますけれども、これを当初流したとき

には質疑の模様も流しましたか。説明だけじゃなくて、質疑の模様も通して流しましたか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  町政懇談会のＹｏｕＴｕｂｅへの配信につきましては、先ほどお答えしたとおりでございま

して、今配信しているのは３地区で行った町政懇談会の説明の部分だけを配信させていただい

ていると。質疑応答の部分につきましては、非常に長い時間になってしまいましたので、編集

して整理をしている最中でございますので、それが終わり次第、皆さんにご覧いただきたいと
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考えてございます。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 町民の方、見た方は、最初に流れたときには質疑まで映っていたとい

う証言があります、だから今聞いたんですけれども。なぜ質疑の模様を編集しなきゃいけない

んでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  去年、町内３か所で実施しまして、最初の宮崎地区で行った町政懇談会の内容につきまして

は通しでＹｏｕＴｕｂｅにアップしてございますので、もしかしたらそちらをご覧いただいた

のではないかなということでございます。 

  今、編集をしているということでございますが、９か所をそのまま流してしまいますと、と

にかく長い時間で、同じ内容が重複している部分もあったりとか、あと一部、ＹｏｕＴｕｂｅ

に上げられないなという内容もございましたので、その辺を確認しながら今準備をしていると

ころでございます。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 上げられない内容とは、どうなんですかね。私が出た限りではそんな

ひどい質疑はなかったと思いますよ。やはりここは、ありのままに流すことで、風力に関して

興味がある、あるいは反対している、賛成している、いろいろな町民がいます。そういう方々

以外に、知らない人がいるんですよね、今この町で起こっている風力に関して。こういうこと

をしっかり全て事実として流すことによって、今起こっている町の問題、風力、それを見て

「いや違うよ、この人が言うことは」「私は賛成だよ」という人もいるかもしれないじゃない

ですか。だから、それを編集するんじゃなくて、きちっと事実として私は流すべきだと思いま

すが、どうですか。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 今、編集の中でＹｏｕＴｕｂｅに上げられ

ない部分というところで、具体的に言いますと、特定の地域の方もしくは特定の団体に対して

の発言で、相手を傷つけてしまうんではないかなという部分が若干ございましたので、そうい

ったところがほかにもないかどうか確認をしながらまとめている最中でございます。今、議員

からお話があったように、できるだけ発言の内容は削らない方向で考えたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 
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○４番（味上庄一郎君） 次に、３点目なんですけれども、事業者の面談について、複数の事業

者が面談に訪れているということですけれども、いずれの事業者に対しても町長は前から保安

林の解除をしないとこれまでも答弁しております。まず確認いたします。このことについては

これからも変わりはないですか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 何度も言っていますけれども、国のガイドラインに沿って判断するとい

うことでございますから、公益性のないものについては解除に同意しないということで間違い

ません。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 私の前の質問にもありました。ここは重複するところかもしれません。 

  保安林の解除については、同意しなくても、解除しなくても、特に国有林かつ保安林は、解

除に同意しなくても、貸出しに地元市町村長が同意すれば、事業者が作業許可申請書を出すこ

とで事業が進められると。このことについては認識はありましたか。 

○議長（早坂忠幸君） 森林整備対策室長。 

○森林整備対策室長（阿部正志君） 森林整備対策室長です。よろしくお願いいたします。 

  保安林の作業届の件でございますが、国有林の保安林の作業届の申請に関しましては、町を

通じず、県が窓口となって、県の許可申請という形になっておりますので、県に直接の申請に

なっておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） ただ、これは町長の判断でできると先ほどの質問でありましたので、

国有林であろうと町有林であろうと保安林を解除しないということですので、貸出しにも同意

しないということで私は理解しています。万が一、貸出しするような場合、これも先ほど木村

議員の質問にありましたけれども、やはりこれは議会の同意というものを得るべきと思います

ので、私からも議長にお願いしたいと思います。先ほどの件です。 

  貸出しの件とか作業許可申請のことについては、実績のある事業者ならば当然これは認識し

ていると思います。風力の事業者ですね。利益追求が事業者の最大の目的であることを考えれ

ば、町自体が事業者に踊らされているんじゃないかという印象を私は持ってしまいます。 

  面談についてなんですが、町に面談に来ている事業者の中で今回計画が残っている３つのう

ちの１つ、日本風力エネルギーについてです。 

  先般、あっせん利得処罰法違反で逮捕された県議会議員が何度か加美町に日本風力エネルギ
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ーと共に訪問しているという証言を得ております。これは事実ですか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） いろいろな方がいらっしゃっていますから、誰が来たかということはお

話しできませんけれども、いろいろな方がいらっしゃるということは事実でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） いろいろな方じゃなくて、もう一回聞きます。この県議が訪問されて

おりますか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） この場で言うことがふさわしいかどうか、これは慎重に判断する必要が

あると思いますけれども、どなたが来ても町の判断に影響を及ぼすものではありません。 

  以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 来たんですね。来てないと言わないんだから、来ているんだと思いま

す。この県議は、県職員まで同行させていたと、道路の整備を約束する代わりに風力発電を推

進するように迫ったという話も聞いております。こういう事業者が信頼に足る事業者なんでし

ょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 迫ったとは認識しておりませんし、先ほど申し上げましたように町の判

断には全く影響を及ぼしません。事業者は事業者で様々な形で事業推進しようとするのはある

意味では当然のことだろうと思いますけれども、自治体としては公平公正に当たると。ですか

ら、３社に対しても、先ほど申し上げたような保安林の解除についても同じように町としては

伝えているというところでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 町長はそのときも保安林の解除はしないと言っていると思います、そ

れは賢明な対応だと思いますけれども。こういった方が来て推進を迫るといったような事業者、

こういった事業者が私は信頼に足る事業者だとは思えません。このことについては刑事事件に

なっておりますのでこれ以上は触れませんけれども、十分にこういったことは注意をしていた

だきたい、慎重に対応するべきだと思います。 

  最後の４点目なんですけれども、今現在建設中の10基について、ずっと町は、町というより

町長は、18基から10基に減ったと言っておりますよね。ここに令和元年９月10日の加美町議会
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の全員協議会資料がございます。この時点で計画は３つ、事業者ジャパン・リニューアブル・

エナジー、グリーンパワーインベストメント、ジャパン・リニューアブル・エナジー。２つ目

が宮城山形北部風力発電事業、これは70基から90基、これは今現在も残っています。３つ目が

大崎鳥屋山風力発電事業、こちらは最大19基、これは今止まっている計画です。この３つしか

この時点ではなかったんです。それで、これを見ますと計画数14基なんです。14基から10基で

すよね、18基から10基じゃないですよね。これの確認をお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（佐々木 実君） 企画財政課長です。 

  ただいまご指摘ありました14基から10基というお話なんですけれども、最初に18基で配慮書

が来まして、その次に方法書で14基、次の準備書で10基という３段階において、18基、14基、

10基に下方修正されたという経緯がございます。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） であるならば、町政懇談会でも、私、課長に指摘しましたけれども、

正確な情報を伝えるべきだと思います。今みたいに18基から次の段階で14基、14基から10基に

なったということであれば、これは分かるんですけれども、最初の18基から10基になった、こ

の表現だけですと半分ぐらいに減るんだなという印象を与えかねませんよね、どうですか。町

長でもいいです。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 当初の計画は18基であったものが10基になりましたということを説明し

ておりますので、これは全く誤った説明ではございません。どの事業においても、先ほど申し

上げましたように、何度も言いますけれども、環境影響評価の中で事業というものが練り上げ

られていくわけですね、環境影響を低減して回避していくという中で。ですから、段階的に減

っていくということは当然あり得ることでありますから、ほかの事業も半分になるか、それは

分かりません。いずれしても、環境影響評価に基づいて、町はしっかりと意見を、県を通して

事業者に意見を述べ、環境への影響を低減させていく、回避させていくということを求めてい

きたいと思っております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） その辺、表現の仕方について、信頼されるかどうかということもある

と思いますので、十分気をつけて周知してほしいと思います。 

  ＪＲＥが信頼に足る事業者ならば、先ほどから３人の方の質問にもありましたが、協定を結
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ぶとしておりますけれども、まずは補償に関する協定だと私は思っています。地域振興の協定

はその後で私はいいと思います。町長の１回目の答弁に損害賠償ということもありましたけれ

ども、損害賠償だけじゃなくて、撤去費用について、例えば金融機関への積立ての義務、こう

いったものも主張するべきだと思いますし、地上権・地役権契約の問題点、先ほどから指摘さ

れているところも改めるという条項も必要だと思いますけれども、どう思いますでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 当然これはガイドラインに基づいて積立金を積み立てることになってお

りますから、その残高について毎年町に提出していただくということも協定書の中に盛り込む

ことにしておりますし、事業者も了解をしているところでございます。 

  また、地上権の問題点ということでありますけれども、何度も申し上げますように、私たち

は問題とは考えておりません。企業が投資する際に地上権の設定は必須になりますから、自分

の土地に建てるわけではありませんので、そこは特に問題だとは考えておりません。何度も申

し上げますように、双務契約という中で一般的な契約であります。ただし、様々なご心配、そ

れから解釈によっては大丈夫なのかというご心配なり不安がおありでしょうから、そういった

ところは皆さん方が不安に思わないように、きちっと事業者と文言を精査して協定書に明記し

ていきたいと思っております。町民の皆さん方が安心していただけるような、そういった協定

書に、それから地域に貢献していただけるような、そんな協定書にしていきたいということで、

今、担当でやり取りをしているというところでございます。ご理解ください。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） この契約について、顧問弁護士の名誉にも関わることですので確認を

します。 

  令和元年11月27日に相談をしているという説明でした。翌年、令和２年３月25日に契約書の

申請があって27日に契約、この時系列で間違いないと思うんですが、この間、どこでこの契約

内容を顧問弁護士に確認してもらったのか、これを確認してください。 

○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  令和元年11月27日に顧問弁護士にご相談というのは、直接事務所にこちらでお伺いいたしま

して、契約内容を見ていただいたということでございます。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） では、その11月の時点でこの契約内容と同じだったんですか。 
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○議長（早坂忠幸君） 総務課長。 

○総務課長・選挙管理委員会書記長（相澤栄悦君） 総務課長です。 

  先ほど木村議員に答弁できませんでしたので、その辺を含めて、明日になると思うんですが、

報告をさせていただきたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） ３月の時点で契約前に見てもらってないかということも併せて確認し

てください。 

  地上権の権利者は、その土地について目的物を直接支配するという強い権利を持ちます。事

業者の判断で自由にその権利を売却したりすることもできます。現に北海道の広大な面積の３

分の１が外資系企業に売却されたり、山口県の複数のメガソーラーが上海電力の関連企業に売

却された事実もあります。 

  計画地ではありませんけれども、本町の山間部でも一部耕作放棄地の持ち主は、何もしない

で税金だけ取られるからという理由で、相手先が外資系の再生可能エネルギー関連の事業者で

あるということを分かっていながら売却することを決めたと言っている人もおります。そうい

った地主と企業の仲介をしてマージンを得ている方もいるようです。 

  町は、再生可能エネルギーを推進して脱炭素社会の実現に貢献することの前に、国土を侵略

から守るべきではないかと思いますが、町長、いかがですか。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 先ほど申し上げましたように、地上権を設定しませんと金融機関は投資

しませんので、事業は進みません。これは風力に限らないものだと思っておりますけれども、

そういった経済のルールに従って事業が進められている。企業は利潤追求、利潤追求と言いま

すけれども、企業が利潤を追求しませんと、味上議員も事業をしていらっしゃいますからお分

かりのとおり、社会が回っていきませんよね。資本主義経済はどうやって企業が利潤追求しな

いで回っていくのかということですよ。ですから当然、企業は利潤追求をしていただく。ただ

し企業も社会的公器でありますから、社会的な責任をきちっと果たしていくということでござ

います。 

  今、事業計画を行っている３社ともそういった認識、強い認識を持っている企業であります

し、ほかでも実際そういった社会貢献をしておりますので、私はそういった無責任なことを行

う企業ではないと思っています。様々な契約行為はお互いの信頼関係の上に成り立っている、

契約の条文の文言、字面だけではなく、お互いの信頼関係ということが基本にあるものだと思
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っておりますので、私はしっかりと責任を果たしていただく企業であると思っていますし、無

責任なことをするような企業ではないと。そういったことを１か所でもやりますと、各社とも

その次からの事業が展開できなくなりますから、それは企業にとってマイナスですよね。まし

てや投資会社からしたら大変なことですよ。二度とそうしたところに投資しません。会社の存

続に関わることですから、これは各企業とも慎重に行い、社会的責任を果たしているというの

が事実だと認識をしております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） 副町長に伺います。 

  副町長も地権者の１人と聞いておりますが、この契約内容は町のものと同じですか。 

○議長（早坂忠幸君） 副町長。 

○副町長（髙橋 洋君） 副町長です。 

  個人の契約内容についての答弁は差し控えさせていただきますが、一般論で申し上げれば、

同じ事業において、民地であれ、町有地であれ、契約内容は同じだと認識をしております。 

○議長（早坂忠幸君） 味上庄一郎君。 

○４番（味上庄一郎君） もっと聞きたいことがあったんですが、農業委員会の事務局長、すい

ません、時間ないので、最後にします。 

  これほど民間の間でも議会の中でも風力発電事業を含む再生可能エネルギーについて意見を

二分して議論しております。特に、宮崎部分林保護組合協議会から出された要望書、後継者の

育成に苦慮し、事業の継続も危ぶまれるなど切実な現状を訴えております。そして、議員の中

にも伊藤信行議員のように風力発電の推進によって林道を整備するなど、林業の現状を改善で

きないとの判断から、不本意ながら推進を主張される方もおります。しかしながら、林道の整

備は、先ほど木村議員もおっしゃっていました、風力発電の事業に頼ってするものではないと

私は思います。しっかりと町が林業の発展に力を入れることで林業の継続をしていくものだと

思っております。 

  町長、最後です。 

  指定廃棄物最終処分場候補地に選定されたときに、地滑り地帯であるということを主張して

自ら阻止されたときのように、町民に寄り添って町長は英断すべきと考えますが、最後にお願

いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 何の事業であれ、町民のことを第一に考えております。先ほど申し上げ
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たように、多角的に、長期的に、そして問題の本質を考えながら、どうしたら町民の幸せにつ

ながるのか、地域の活性化につながるのか、そういったことで、私のみならず、職員全員がそ

ういった視点で町政運営を行っております。 

  風力発電事業についても、町民にとって、住民にとってマイナスであれば、これはもちろん

町としては阻止せざるを得ません。しかしながら、このことが決して健康被害につながるもの

ではない、一方で十分地域の活性化につながるものであるということであれば、これは慎重に

進めていくべき、事業者が進めるわけでありますけれども、町としても協力できることは協力

していくべきだと思っております。 

  指定廃棄物最終処分場のときに、地滑り地帯だからということで反対したというよりは、要

件を満たしてない、候補地としての要件を満たしてない、そこが鍵なんですね、要件を満たし

ていれば詳細調査を受けざるを得ないという。そういった状況の中で私たちが主張してきたの

は、要件を満たしていないということでございました。面積のことであったり、前もお話しし

ましたように35度以上の急傾斜地であったり、そういったところを指摘して、ここは要件を満

たしてない、よって詳細調査を我々は受け入れる必要がないという主張を繰り返したというこ

とでございますから、そこはご理解いただきたいと思っています。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 以上をもちまして、４番味上庄一郎君の一般質問は終了いたしました。 

  暫時休憩します。15時40分まで。 

     午後３時２８分 休憩 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

     午後３時４０分 再開 

○議長（早坂忠幸君） 休憩前に引き続き、再開いたします。 

  通告５番、12番一條 寛君の一般質問を許可いたします。ご登壇願います。 

     〔12番 一條 寛君 登壇〕 

○12番（一條 寛君） それでは、通告に従い、３問質問させていただきます。 

  初めに、不登校支援について。2016年12月に教育機会確保法が成立し、それまでの学校復帰

を目指させる不登校支援の在り方が大きく変わりました。2019年10月25日の文科省通知でその

内容が示され、学校復帰が記された４つの通知は全て廃止となりました。 

  文科省通知の内容と、不登校支援の流れの変化を受けての我が町での不登校支援の状況を伺

います。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 
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     〔教育長 鎌田 稔君 登壇〕教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） １つ目の不登校支援についてお答えいたします。 

  教育機会確保法の成立以降、不登校児童生徒への支援に対する基本的な考え方は、学校に登

校するという結果のみを目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社

会的に自立することを目指すことが重要となっております。 

  この視点を受け、本町での不登校支援の取組についてご説明いたします。 

  本町では、平成30年４月、宮崎支所内に加美町子どもの心のケアハウスを開設し、心のサポ

ート、自立サポート、学びサポートを展開し、不登校児童生徒の社会的自立に向けた多様な取

組を行ってまいりました。これまでの利用した児童生徒は、令和３年度まで４年間で27人、そ

のうち復帰児童生徒は８人、さらに高校に進学した生徒は18名中15人となっております。 

  今年度よりケアハウス内にスクールソーシャルワーカーを常駐させ、スクールソーシャルワ

ーカーがケアハウスを拠点として学校、家庭に指導、支援を行い、教育支援センターとしての

機能の一部を備えた運営を行っております。10月からは宮崎支所から旧南児童館に場所を移転

し、通所児童生徒も移転前の９名から４名増え、現在は13名となっております。 

  自立支援のための取組として、所外での体験活動にも積極的に取り組んでおります。また、

継続して支援が受けられるよう、ケアハウス出身の中学校卒業生からの相談にも対応しており

ます。 

  以上、不登校支援についてお答えしました。よろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） どうもありがとうございました。 

  まず初めに、教育機会確保法の５つのポイントを確認させていただきたいと思います。これ

への対応をまた伺いたいと思います。 

  １つは、体調不良、いじめ、周囲になじめないなど様々な理由で学校に行けなくなった子ど

もの休むことの必要性が法律で認められ、学校を休んでも必要な支援が受けられるようになっ

たということが１点目だと思います。これで間違いがないかどうか、これへの対応等されてい

ましたらお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 間違いございません。先ほど申し上げましたとおり、不登校の生徒は

心も体も弱っている状況の子が多いですので、ケアハウス等でゆっくり休養も含めて社会体験
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を積ませて、心と体のエネルギーを高めて学校復帰、社会復帰を目指した対応をしているとこ

ろであります。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） ２点目は、いじめは解決しなくてはならない問題行動でありますが、不

登校は直したり克服しなければならない問題行動ではないと。個性を持った一人一人の子ども

が学校へ行く行かないを選んでいて、不登校はどの子どもにも起こり得ることで、子どもの性

格や親の育て方が原因ではないということが明記されていますが、これで間違いないですか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） いろいろな要因があって不登校になっているのは間違いないと思いま

す。本当に様々な要因、多面的であるというところです。そういう子に対して、包括的な、１

つだけじゃなく、いろいろな方面から支援をしていかないと減らない、減少しないと考えてお

ります。ただ、私、個人的というか、これまでの学校経験を踏まえて、できれば学校に戻した

いなという思いはあります。学校の集団生活の中で、社会面、いろいろな友達と関係性を築い

て、高校あるいは社会に出ていってもらえればさらにいいのかなという考えでおります。 

  以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） ３点目は、大人がよい方向に導くのではなく、子どもの自己決定が大切

にされ、学校復帰ではなく、社会的自立を目標とすることが明記された、この点も間違いござ

いませんか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 確かに子どもたちの主体性で、登校している子どもたちも最終的には

自立を目標に毎日学んでいるところであります。大人がいい方向に導く、それも一理あるのか

なと。さらに、子どもたちは大人の背中を見て間違いなく育っていますので、大人が子どもた

ちのよりよい手本になればさらにいいのかなと考えております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） ４点目は、学校で学ぶかではなく、何をどのように学ぶかが大事である

という点が明記されていますけれども、この件についてもお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） そのとおりであると思います。学校だけが学ぶ場ではないです。社会

に出てからもずっと学び続けるのが理想だと思いますので、やはり小さいうちに学ぶことの大
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切さと学ぶことの面白さなどをしっかり身につけることによって一生学び続ける人間に育って

いくのではないかと思っております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） ５点目は、教育委員会、学校は、フリースクールや不登校の親の会など

に関する情報提供が求められるということが明記されていますが、この点も間違いございませ

んか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 情報を求められた場合については情報を提供するのは間違いないと思

います。いろいろな関係機関とも連携を取りながら、先ほど包括的というお話をしましたけれ

ども、その子にとってどういう養育、学びが必要であるか、そういうのを踏まえて、その子に

適した学びを提供できればいいのかなと考えております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 次から質問になりますけれども、確保法の周知状況を伺いたいと思いま

す。先生方、子どもたち、保護者に、この確保法の精神がきちっと周知されているかどうか、

まずお伺いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 確かに、この確保法が出る前は、とにかく学校に来るような指導が、

そのやり方のほうが多かったと思いますけれども、確保法が出てからは、学校に来るような強

制ではなく、その子に合った対応の仕方ということで、各学校と教育委員会でもそういう対応

に努めております。大分、学校、教育現場では周知されているのかなと捉えております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 先生方は、常に学校に戻すというか、そういう形でずっとこれまでこら

れたと思いますけれども、この確保法が出て、先生方は戸惑っている部分もあるのではないか

と思いますけれども、先生方が確保法にきちっと対応してそのように子どもたちに接しておら

れるかどうかお伺いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 先ほど申し上げましたとおり、学校に来るのが目的ではなく、気持ち

的に落ちている子どもをどうやったら元気が出るのかというところで、そういうところの視点

を大事に対応している形が多くなっているのかなと捉えております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 
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○12番（一條 寛君） 次に、不登校の子どもたちや不登校を抱える保護者の確保法を受けての

反応といいますか、この辺はどのようになっていますでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 確保法についてどの程度、子どもたち、保護者が捉えているのかは十

分に把握しておりませんけれども、とにかく親はやはり学校に行かせたいという思いがどの家

庭も強いです。そういう中で、子どもも行きたいけど行けない、そういう思いで、子どもも親

も不登校の家庭は困っているのかなというのは十分感じ取ることができますので、そういう中

で子どもたち、保護者に対して、学校あるいは教育委員会、ほかの関係機関でどのように対応

していけばベストなのかということで、いろいろ連携を取りながら対応していくことが重要な

のかなと考えております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 不登校を経験した子どもは、罪悪感を持ち続けていると言われています。

学校に復帰しても、ずっと不登校であったことに対して罪悪感を持ち続けて学校に通っている

というお話もあります。不登校を経験した子どもたちへのアフターフォローといいますか、こ

の辺はどのようにされておられるでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） その子あるいはその家庭によって感じ方は違うのかなと思いますけれ

ども、先ほどお話ししたとおり、例えばケアハウスに通って、不登校だった子の18名中15名が

高校に入学しております。中学校で不登校であっても高校になって元気になって、高校に通っ

てちゃんと卒業している子もたくさんおります。そういう中で、「ケアハウスに行って高校に

入学して、毎日、高校１年間、休まないで高校に通いました。本当にありがとうございまし

た」という感謝の報告も受けておりますので、あまり不登校になった罪悪感で落ち込んでいる

子はいない、中にはいるかもしれませんけれども、ほとんど気持ちを切り替えて、新しい社会

で元気に生活している子も大分いるというところは感じております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 先日、教育民生常任委員会の視察研修で鳥取県のクラーク高校が協力し

ている鳥取の高校を視察しました。そこの理事長いわく、そこの高校はほとんど小中学校時代

に不登校を経験した子どもたちが入学してきていると。全員、そういう子どもたちだけが来て

いるわけですけれども、本当に休まないで高校に来るようになっていると。そこの理事長いわ

く、子どもたちに安心と安全を保障すれば子どもたちは登校するというお話に非常に感銘を受
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けたわけですけれども、その高校は校則もない、全く自由で、そこにも感銘したんですけれど

も、一緒に行った教育委員会の職員の方とも、校則をなくすことから始めないと駄目なんじゃ

ないのみたいな冗談も言いましたけれども、本当にその辺、安心と安全をどう学校が保障する

かが小中学校の不登校をなくす一つのヒントにもなるんじゃないかなと思いました。何らかの

感想があったらお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 一條委員のおっしゃった安全安心の保障、そのとおりだと思います。

加美町でもコロナ禍の中で学びと安心と安全の保障を第一のスローガンに掲げて取り組んでお

ります。今後とも子どもたちの学びと安心安全の保障に力を入れて、子どもたちの健全育成に

努めていきたいと考えております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 不登校にはかなりいじめも関わっているとも言われています。いじめの

低年齢化も非常に問題になっていて、不登校が増加しているのではないかとも言われています。

文科省の調査では、学年別のいじめ件数が10年前は中学校１年生が最多だったと、現在は小学

校２年生が最多だという調査もあります。加美町の現状、いじめの現状はどのようになってい

ますでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 具体的なデータは持ってきておりませんけれども、実際いじめについ

ては小学校での件数のほうが多いです。そういう中で、中学校に入って、ほぼいじめは本当に

数パーセントに減少しているという状況であります。 

  私も小中高現場におりましたけれども、昔は中学校で非行とかいじめ、校内暴力等ありまし

たけれども、今、中学校ではそういう案件はほぼなくて、小学校で授業抜け出しとか対教師暴

力とかそういうのが非常に増えている状況がある、中学校で起きていたことが小学校で起きて

いるという状況で、これは全国的にそういう傾向があるという中で、そういう現実を踏まえて、

低学年、加美町は学ぶ土台づくりということで幼児期からの養育、そして小学校への連係、あ

と小学校での教育というところで家庭としっかり連携しながら、良好な友人関係とはどういう

ものなのか、あるいは良好な子どもと教師の関係づくり、あとやはり楽しい学校、いわゆる学

校の魅力づくりですね、そういうところの新たな視点で、新たな発想でいろいろな改善を図っ

ていくことが小学校での問題行動の減少につながるのかなと考えているところです。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 
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○12番（一條 寛君） いじめの低年齢化の原因として、早期教育が盛んになり、幼少期からの

習い事が重なって生活にゆとりのない子どもたちが増え、生きづらさの低年齢化との分析もさ

れている報道もありますけれども、この辺、加美町ではどのように感じておられるでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 今、一條議員の指摘があったことについては、十数年前からそういう

ところで、遊ぶ場所がない、遊ぶ時間もない、遊ぶ仲間もいないという幼児期の中で、本来育

つべき部分が育っていないというのはあるのかなと思っております。そういう中で、幼児教育

の重要性ということで、やはり子どもをたくさん遊ばせて、遊びの中からいろいろなことを学

ばせてという原点に返って楽しい幼児期を過ごせれば、間違いなくいじめとかあるいは不登校

も減るのかなと。そういう中で、やはり親、親ですよね、保護者の養育の重要性ということも

併せて周知というか、啓発していきたいなと考えております。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 昨日のＮＨＫのクローズアップ現代で子どものＳＯＳという番組をやっ

ていました。大人にとっても生きづらい、情報過多で、ネットでのいじめとかいろいろある現

代でありますけれども、子どもたちにとっても非常にハードな時代を生きている、本当に大変

な時代なんだと思います。そんな中で、子どもが学校へ行きたくないと訴えたときは命に関わ

るＳＯＳであるとも言われています。子どもたちの気持ちを受け止め、何に苦しんでいるのか

を聞き取り、子どもの訴えに即した行動を取る必要があると思いますけれども、先ほどの答弁

ではスクールソーシャルワーカーの配置とかいろいろやっておられるようですけれども、子ど

ものＳＯＳに対応する町と教育委員会としての取組についてお伺いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 教育長。 

○教育長（鎌田 稔君） 教育する場合、子どもがどういうことを考えているのか、どういう思

いでいるのか、それを感じ取る大人あるいは教師の感性というか、そういうものがすごく大事

だと思いますので、そういう研修等も踏まえて、先生方、大人、親の勉強会なんかもいろいろ

やりたいことはあるんですけれども、それを１つでも２つでも今後実現させて、子どもたちの

ために、子どもを見る力をつけていければいいのかなと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 話は戻りますけれども、今、不登校の方、南児童館で行っている心のケ

アハウスに13人ですか、来られているということでありましたけれども、特に来ていないお子

さん方、子どもたちにどのような教育の機会を与えておられるかお伺いしたいと思います。 



 

- 83 - 

○議長（早坂忠幸君） 教育総務課長。 

○教育総務課長（上野一典君） 教育総務課長でございます。 

  ケアハウスに来ているのは13名で、不登校で学校にも行っていない、ケアハウスにも行って

いない子どもは１名か２名しかおりません、それは学校できちっと対応しておりますので、で

きるだけケアハウスとか、あとフリースクールに行っている子もおりますので、そこら辺への

誘導とかそういうのも学校で対応しておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） なかなか来られないお子さんに、子どもたちに、ＩＣＴを活用しての学

びの場の提供とかということも必要かなと思いますけれども、その辺の計画とか考えとかあり

ましたらお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 教育総務課長。 

○教育総務課長（上野一典君） 教育総務課長でございます。 

  この頃やっとリモートできるように学校でも環境を整えてきましたので、そこら辺、来てい

ない子どもに対する対応はリモートでできるようにしたいと思っております。あと面談とかそ

ういうのもできるような感じになってきておりますので、そこら辺で対応させていただきたい

と思います。よろしくお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 不登校の子どもたちをしっかり守りながら、また学びの場も提供しなが

らお願いしたいと思います。これで不登校については終わりたいと思います。 

  次に、２問目、帯状疱疹ワクチンの接種助成についてお伺いします。 

  帯状疱疹は、子どもの頃かかった水ぼうそうのウイルスが体内の神経節に隠れ、年齢による

免疫力の低下や、過労やストレスが引き金となって再発症するものです。強烈な痛みで日常生

活が困難となり、３週間から４週間ほどで皮膚症状が収まっても、顔面神経麻痺や目の障がい、

耳鳴り、めまいなどの重い後遺症を生ずることがあります。帯状疱疹の発症は50代を境に急激

に上昇するとされ、60代から80代でピークを迎え、80代までに３人に１人が発症すると言われ

ています。 

  ワクチンの接種費用は、生ワクチンで１回8,000円程度、不活化ワクチンで２万2,000円ほど

と高額で、しかも２回の接種が必要です。帯状疱疹の発症を予防するため、ワクチン接種への

助成が必要と考えますが、見解をお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 
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     〔町長 猪股洋文君 登壇〕 

○町長（猪股洋文君） それでは、帯状疱疹の発症を予防するためのワクチン接種の助成が必要

ではないかといったご提案に対してお答えさせていただきます。 

  帯状疱疹は、水痘帯状疱疹ウイルスの初期感染後、神経節に潜伏感染している水痘帯状疱疹

ウイルスが、加齢、疲労、ストレス、悪性腫瘍、免疫抑制状態等をきっかけとして再活性化す

ることによって、神経支配領域に痛みを伴う水疱が集まって出現する疾患ということでありま

す。水痘罹患歴のある人の約10から30％が一生涯のうちに発症するとされております。宮崎県

で1997年から2011年にかけて大規模な調査を行ったところ、80歳までに３人に１人が帯状疱疹

を経験すると推定されているところでございます。感染症流行予測調査によりますと成人のほ

とんどが水痘帯状疱疹ウイルスに既感染しているということであります。帯状疱疹の発症リス

クを多くの方が有しているということが言えると思います。 

  帯状疱疹は、罹患した方からのお話を聞いても、大変強い痛みを伴うと聞いております。ま

た、そういった痛みなどの皮膚症状が主な症状ですが、治った後でも痛みが長期的に残るとい

うことでありますし、顔面に起きた場合などは顔面神経麻痺や聴覚障害などの合併症を引き起

こすケースもあると聞いているところであります。 

  予防接種につきましては、現在、２種類のワクチンが承認されておりまして、任意接種とい

うことで、希望者に対し接種が行われております。議員ご指摘のとおり、大変高額なワクチン

を複数回打つことになりますので、個人の負担が大きいと思います。国では、現在、厚生労働

省の厚生科学審議会において、ワクチンの効果、安全性を検証しつつ、定期接種に向けた検討

がなされております。 

  町といたしましては、国や県の動向を踏まえつつ、県内市町村の取組事例なども参考にしな

がら、費用助成について前向きに検討してまいりたいと考えております。 

  以上、よろしくお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 帯状疱疹は、発疹が現れてから72時間以内に全身抗ウイルス療法をする

ことにより、疼痛消失までの期間を短縮できると言われています。しかし、早期受診者は少な

くて、半数以下とも言われています。早く痛みを抑えるためには早く受診するということの必

要性をいろいろ周知する必要があると思いますけれども、この辺の見解をお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（森田和紀君） 保健福祉課長でございます。 
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  抗ウイルス薬を飲み始めてから効果が現れるまで２日程度かかると言われております。でき

るだけウイルスの数が増える前に治療を始めることが有効だと考えておりますので、帯状疱疹

の特徴的な症状を自覚しましたら、できるだけ早めに受診をしていただきたいと思います。 

  町としましても、広報紙、ホームページ等を活用しまして、帯状疱疹の病気の理解と対応に

ついて普及啓発をしてまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 帯状疱疹後神経痛、発疹が出てからその後神経痛を発症する方は、50歳

以上で約20％ぐらいが発症し、90日が経過しても20％近くに疼痛が残ることがあると。このよ

うに、帯状疱疹罹患者は、クオリティ・オブ・ライフ、生活の質が著しく低下するとも言われ

ています。この辺のことへの認識をお伺いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（森田和紀君） 保健福祉課長でございます。 

  帯状疱疹は、治療が遅れるほど神経痛等の後遺症が長引く傾向にあります。痛みがあるとい

うことは行動制限にもつながりますし、クオリティ・オブ・ライフの低下にもつながると考え

ております。先ほど町長の答弁でも述べましたけれども、できるだけ早く治療を開始すること

が後遺症を防ぐことにもつながると思いますので、帯状疱疹の特徴的な症状が見られましたら

早めに受診をしていただけるように普及啓発をしてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 次に、お金のこと、医療費のことについてお話ししたいと思います。 

  医療費は、神経痛が残った人で約12万7,079円ほど、残らない人でも４万2,638円との統計が

あります。日本全体で65歳以上の帯状疱疹罹患者は42万人、神経痛が残った患者は10万人ぐら

いと言われています。それを掛け算しますと日本全体で総額260億円ほどの医療費がかかって

いると。そのほか交通費とか、生活の質が下がることによる労働生産性への損失も50億円ほど

あり、多大な損失になると思います。 

  我が町にとって、どれだけの患者がおられるか、罹患者が出ているか、統計的に計算すれば

出るお話だとは思いますけれども、それをしなくても、我が町にとってもかなり経済的な損失

になっているのではないかと思いますけれども、この辺、我が町での経済損失についての考え

をお伺いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 保健福祉課長。 
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○保健福祉課長（森田和紀君） 保健福祉課長でございます。 

  80歳までに３人に１人がかかると言われておりますので、単純に計算しまして、加美町の場

合ですと12月１日時点で50歳から80歳までの人口が9,612人おります。それを基にしますと約

3,200人がそういった対象になっているのかなと推計されております。医療費の負担も大きく

なりますので、町の財政への影響も大きいと考えております。 

  帯状疱疹は抵抗力が低下したときに発症しやすいと言われておりますので、日頃から栄養、

運動、休養のバランスが取れた生活を心がけていただいて、帯状疱疹にかからない体づくりを

していただきたいと考えております。 

  その上で、予防接種については、今のところ任意接種に位置づけられておりますので、よく

検討していただいて接種をしていただければと思います。 

  費用の助成の点につきましては、厚生労働省の厚生科学審議会で定期接種に向けた検討が今

なされているところでございますので、国や各自治体の動向を踏まえつつ、前向きに検討して

いきたいと考えております。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） ワクチンについてもお話がありました。ワクチンの公費助成についてお

話ししたいと思います。 

  2020年３月に名古屋市で半額助成が始まり、2022年、今年の10月現在、全国では47自治体で

実施されております。宮城県においては川崎町だけであります。川崎町が助成することになっ

た経緯と現在のワクチン助成の状況、そして住民のワクチン接種の状況をお伺いいたします。 

○議長（早坂忠幸君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（森田和紀君） 保健福祉課長でございます。 

  川崎町が助成に至った経緯についてですが、町民の方からの意見が町当局に寄せられていた

ということと併せまして、令和３年12月の定例会におきまして、公明党に所属されております

議員からの一般質問がありまして、町長との議論の中で前向きな発言があって政治決断をされ

たと伺っております。全国的には５割の助成が多いわけですけれども、その中で川崎町は６割

の助成をしているということでございます。65歳以上の町民の方を対象に助成を行っていると

いうことでございまして、実際は令和４年の６月補正で川崎町は予算計上させていただいて、

議会でお認めいただいたということでございます。川崎町の高齢者人口のおおむね10％程度の

人数を想定しまして予算措置を行ったと伺っております。 

  実際２種類のワクチンが接種に必要だということで、１つは生ワクチンと言われますビケン
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というワクチンなんですが、これは１回接種を行うということで、単価8,000円程度かかると

いうことで、その６割ということで4,800円の助成を行っていると。もう１つは不活化ワクチ

ンと言われるシングリックスというもので、これは２回接種を行わなくてはいけないというこ

とで、単価２万2,000円の費用がかかるということで、６割で１万3,000円の助成を行っている

ということでございます。これを２回程度行っているということでございます。 

  現在、６月から川崎町が助成を始めておりまして、10月までの実績についてですが、159件

の実績があるということでございます。１回目の接種を行った方が79人ほど、２回ワクチン接

種を選ばれた方が80人ほどいらっしゃるということでございます。 

  川崎町については、全国的なワクチン接種のＣＭの効果であったり、あと周知で住民の方へ

の浸透がされて現在に至っていると伺っております。以上でございます。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 今、テレビコマーシャルも流れていますけれども、それでもまだまだワ

クチンの認知度は低くて、15％程度でありますが、ただ発症者も、子どもの水ぼうそうが減っ

ている関係もあって大人の帯状疱疹が増えている、そういう関係もあるとも言われています。 

  このような状況の中で、うちの党としても、国会、地方議会挙げて帯状疱疹ワクチンの接種

助成の運動といいますか、働きかけをしている状況であります。 

  そういう状況でありますので、12月定例会以降、全国的、特に宮城県においては接種する自

治体も増えるのかなと思っていますけれども、最後にもう一度、町長のお考え、いろいろ質疑

を聞いていての感想とか接種への思いをお伺いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 罹患された方は大変な痛みを伴い、なおかつその後も長期にわたって痛

みを感じる方も多いと聞いております。また、経済的な損失ということもあるでしょう。そう

いったことから、先ほど申し上げましたように、国・県の動向も踏まえつつ、町としても前向

きに検討してまいりたいと思っています。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 高齢者の健康を守るためにもよろしくお願いしたいと思います。 

  次に、インボイス制度の周知についてお伺いしたいと思います。 

  令和５年10月からインボイス制度が始まり、現在の消費税申告の必要のない免税事業者が深

刻な影響を受けることが危惧されます。免税事業者が知らずに放置し、取引先を失うこととな

らないようにするため、インボイス制度の周知に努める必要があると思いますが、見解をお伺
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いします。 

○議長（早坂忠幸君） 町長。 

○町長（猪股洋文君） 私もインボイス制度の導入には危惧しておりまして、町のシルバー人材

センターなんかも対象になりますもんですから、人材センターの方なども心配をしているとこ

ろでございます。 

  まず、インボイス制度でありますけれども、どんな制度かといいますと、消費税の仕入税額

控除の適用を受けるための新たな方式でございます。正式名称は適格請求書等保存方式という

ものでございます。請求書の複数税率、８％、10％を明確に表記し、そして消費税納税の透明

化を図るための制度でございます。令和５年10月導入予定となっております。 

  インボイス（適格請求書）を発行できるのは、消費税の課税事業者として登録された事業者

に限られております。制度開始時にインボイス発行事業者となるためには原則的に令和５年３

月末までに税務署等への登録申請が必要となります。そのため、議員ご指摘のとおり、免税事

業者は、課税事業者が消費税の仕入税額控除のために必要な適格請求書（インボイス）の発行

を求めるため仕事の取引が減少したり、また課税事業者は仕入税額控除が受けられずに税負担

が増加するなど、事業経営に深刻な事態を招くおそれがあります。制度導入の影響は、商工業、

畜産業など大部分の業種に及びます。その数は1,000万人を超えるとも言われております。 

  ９月23日付の日経新聞によりますと、こういった非常に大きな問題をはらんでいるものの、

登録を終えた課税事業者はまだ３分の１程度だということでありますので、この制度の周知が

大きな課題であると新聞でも指摘をしているところであります。 

  町としましても、制度の周知が必要であると考えておりますので、今後も加美商工会、加美

よつば農業協同組合、そして税務署等との連携を図りながら、各事業者への影響を最小限に抑

えることができるように、制度の理解と周知に努めてまいりたいと考えております。 

  以上、よろしくお願いします。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 答弁ありがとうございました。 

  なかなか聞いている方は理解できないんじゃないかと思いますので、僕が学んだ範囲で具体

例としてお話ししたいと思います。元請と下請の関係でお話ししたいと思います。 

  課税業者の元請が12万円で受注し、10万円で免税業者に下請に出した場合、現在は、元請事

業者は12万円の１割の消費税１万2,000円のうち、免税業者である下請業者から請求のあった

10万円の消費税１万円を控除して2,000円を支払えば済むわけであります。今は価格と消費税
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一体の請求でオーケーなんですけれども、インボイス制度が導入された後は免税事業者が適格

請求書を発行できないため、元請は仕入税額控除ができなくなるため１万2,000円の支払いが

生じると。前は免税業者が、実際は１万円払わないんですけれども、払ったことで課税業者が

2,000円で済んでいたんですけれども、今度は免税業者が払ったという証明ができないので課

税業者が１万2,000円を払うことになるという形で、課税業者は控除ができないので免税業者

に仕事を出さなくなる、免税業者同士であれば１万円を払って2,000円で済むんですけれども、

そんな形で免税業者が不利益を被る、仕事が発注されなくなる、もしくは値引きを要求される。

免税業者に「あなたは消費税を払ってないでしょう。その分、値引きしなさいよ」みたいな圧

力もかかるんじゃないかということが危惧されているというのがさっきの町長の答弁の具体的

な例だと思います。 

  これで、税務課長、間違いないでしょうか。 

○議長（早坂忠幸君） 税務課長。 

○税務課長（塩田雅史君） 税務課長でございます。 

  制度を読む限り、お見込みのとおり、そのとおりでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） インボイス制度は、課税業者にとっては、税務署、税理士事務所から周

知され、何も問題ないと思います。問題は免税業者だと思いますが、免税業者のインボイス制

度の認識の状況をどう捉えておられるかお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 税務課長。 

○税務課長（塩田雅史君） 税務課長でございます。 

  町内の把握している方たちというのはちょっと、どうなっているかというのは分からないん

ですけれども、周知しているものの、言葉が分かりづらくて、インボイス制度という言葉を使

っていることによって、業者の方に届いてない部分があると思います。 

  今後もホームページとか広報等を使って、税務課への問合せにはなかなかお答えできないん

ですけれども、税務署をご案内しまして、制度を理解していただきたいと思っています。 

  以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 免税事業者が適格請求書発行事業者となるメリットとデメリットをお願

いしたいと思います。 

○議長（早坂忠幸君） 税務課長。 
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○税務課長（塩田雅史君） 免税事業者が課税事業者になるということは、まず10％の売上げが

大体下がるという感じが大ざっぱにございます。適格請求書を書かなきゃいけなくなるので、

事務が煩雑になり、その資料を７年間保存しなきゃならないということもありますので、なか

なか大変ではないかなと思っています。 

  メリットとしましては、取引の相手によるんですけれども、大きい業者で適格請求書が必要

だというお客様と今後もお取引をして業務拡大等をお考えの方はメリットになると思います。

ただ、消費者に直接物を販売する方に関しましてはメリットにはならないんではないかなと。

なので、業者としましては、免税業者としましては、取引業者と確認していただいて、しっか

り自分の業態を確認していただいて、課税業者になるか、免税業者のままいるかというのを判

断していただきたいと思います。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） 取引の相手先次第という形で、課税事業者との取引があまりなければ免

税業者のままいたほうが得だと、そういう考え方でよろしいわけですよね。 

  そして、免税業者から課税仕入れについて６年間の経過措置が設けられているとも聞きます

が、その内容をお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 税務課長。 

○税務課長（塩田雅史君） 経過措置についてでございます。６年間、課税業者は、税の控除、

消費税の控除を今までは全額受けられたんですけれども、まず３年間、令和５年10月から３年

間は免税業者からの請求書でも80％の控除が可能になります。令和８年10月から、10月以降に

なりますと今度50％、また３年間の控除を受けられて、令和11年10月からは控除が不可となり

ます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） お客さんの様子なんかを見ながらでいいということだと思います。 

  次に、さっき町長からもありましたけれども、シルバー人材センターはＪＡや卸売市場と同

じような特例措置を講ずるよう要望されています。特例措置の内容と、シルバー人材センター

からの要望へどのように対応されたかお伺いします。 

○議長（早坂忠幸君） 税務課長。 

○税務課長（塩田雅史君） 税務課長でございます。 

  特例措置といいますか、適格請求書の交付義務の免除というのがございまして、農協関係で

いきますと、生産者が農協等に委託して行う農林水産物の販売（無条件委託かつ共同計算方式
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により生産者を特定せずに行うものに限るもの）は、適格請求書の交付義務が免除されており

ます。要は、生産者が500円で売りたいと言わないで、農協にまずは出荷します。市場に出さ

れて取引されたものに関しましては、生産者は適格請求書の交付の義務を免除される。 

  シルバー人材センターに関しましては、なかなかここが微妙なところでございまして、適格

請求書の交付方法の特例というのがございまして、業務を委託する事業者（委託者）が媒介者

の取次ぎに係る業務を行うもの、要はシルバー人材センターはこちらになると思います。シル

バー人材センターが個人のお客様と取引する分には適格請求書が要らないんですけれども、た

またまどこか大きな建設会社とか金物屋と取引をして、適格請求書が欲しいと言われた場合に

はシルバー人材センターも適格請求書（インボイス）の登録が必要で、シルバー人材センター

に仕事に行く人も登録が必要だと。この２者が登録しないと代表して請求書を出せないという

状況になります。これは土産センターとかどどんこ館でも言えると思うんですけれども、消費

者に売る分には要らない、ただ、例えば加美振興公社に野菜を出荷したい、そこで公社に適格

請求書が欲しいと言われた場合には登録が必要になるという感じでございます。以上です。 

○議長（早坂忠幸君） 一條 寛君。 

○12番（一條 寛君） なかなか分かりにくい部分もありますけれども、シルバー人材センター

については高齢者の僅かな収入を賄っている部分でもありますので、何とか要望に応えられる

よう最大の努力をしていただくことをお願いして、質問を終わります。どうもありがとうござ

いました。 

○議長（早坂忠幸君） 以上をもちまして、12番一條 寛君の一般質問は終了いたしました。 

  お諮りいたします。本日の会議はこの程度にとどめ、延会したいと思います。これにご異議

ございませんか。 

     〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（早坂忠幸君） ご異議なしと認めます。 

  よって、本日はこれにて延会とすることに決定いたしました。 

  本日はこれで延会といたします。 

  なお、明日は午前10時まで本議場へご参集願います。 

  本日は大変ご苦労さまでした。 

     午後４時３４分 延会 
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  上記会議の経過は、事務局長猪股良幸が調製したものであるが、その内容に相違ないことを

証するため、ここに署名する。 
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